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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 30,128 31,807 34,269 36,118 37,566

経常利益 (百万円) 2,033 3,060 4,506 5,850 5,477

当期純利益 (百万円) 1,327 3,058 2,211 3,562 2,766

純資産額 (百万円) 38,510 40,507 42,037 45,951 47,110

総資産額 (百万円) 48,444 50,725 53,511 58,748 58,106

１株当たり純資産額 (円) 548.17 602.05 632.24 708.05 719.17

１株当たり当期純利益 (円) 18.21 43.99 31.72 53.01 42.73

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.5 79.9 78.6 78.2 80.1

自己資本利益率 (％) 3.4 7.7 5.4 8.1 6.0

株価収益率 (倍) 24.0 14.7 20.4 21.2 20.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,455 3,901 5,603 4,258 2,776

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,175 316 △ 6,294 △ 5,647 △ 1,960

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,459 △ 2,503 △ 1,470 △ 2,139 △ 826

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,319 9,050 6,941 3,470 3,560

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名) 1,670 1,627 1,665 1,723
1,684
[223]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第88期より、平均臨時雇用者数には派遣社員の当事業年度末の雇用人数を含めて記載しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

  

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 24,433 25,766 27,700 29,100 30,076

経常利益 (百万円) 1,724 2,511 3,403 4,777 4,781

当期純利益 (百万円) 114 790 2,365 2,849 3,150

資本金 (百万円) 4,102 4,102 4,102 4,102 4,102

発行済株式総数 (株) 72,343,769 72,343,769 72,343,769 72,343,769 72,343,769

純資産額 (百万円) 37,686 37,356 38,404 41,219 41,762

総資産額 (百万円) 45,204 45,105 47,278 51,247 50,527

１株当たり純資産額 (円) 536.74 555.48 577.97 635.44 645.37

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
12.50
(6.25)

12.50
(6.25)

12.50
(6.25)

12.50
(6.25)

13.25
(6.25)

１株当たり当期純利益 (円) 1.59 11.44 34.48 42.57 48.66

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.4 82.8 81.2 80.4 82.7

自己資本利益率 (％) 0.3 2.1 6.2 7.2 7.6

株価収益率 (倍) 274.3 56.4 18.8 26.4 17.7

配当性向 (％) 777.5 107.9 36.3 29.5 27.2

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
913
[54]

895
[55]

897
[60]

900
[43]

906
[201]



２ 【沿革】 

 
  

昭和12年10月 ダイヤモンド工具の製造販売を目的として、東京都大田区に旭ダイヤモンド工業株

式会社を設立。

昭和19年１月 三重県上野市(現伊賀市)に上野工場(旧三重工場)が完成。

昭和20年12月 商号を旭工芸株式会社に変更し、七宝工芸品の生産を開始。

昭和25年５月 本社を東京都中央区に移転。

昭和27年５月 商号を旭ダイヤモンド工業株式会社に変更し、ダイヤモンド工具の本格的生産を開

始。

昭和34年７月 旭電線株式会社を吸収合併。

昭和38年３月 旭ダイヤモンド商事株式会社を吸収合併。

昭和40年９月 川崎市高津区に玉川工場が完成。

昭和41年４月 旭トレイディング株式会社を吸収合併。

昭和47年９月 サンダイヤモンド工業株式会社(現山梨旭ダイヤモンド工業株式会社)〔現連結子会

社〕に経営参加。

昭和47年10月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和53年５月 韓国に合弁会社新韓ダイヤモンド工業株式会社〔現持分法適用関連会社〕を設立。

昭和53年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

昭和59年８月 三重県上野市(現伊賀市)に三重第二工場が完成。

平成元年３月 千葉県市原市に千葉鶴舞工場・技術研究所が完成。

平成３年７月 現在地に本社を移転。

平成５年12月 トリファスフランス(現旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSAS)〔現連結子

会社〕、トリファスオーストラリア(現旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラ

リアPty.,Ltd.)〔現連結子会社〕の全株式を取得。

平成７年11月 台湾鑽石工業股份有限公司〔現連結子会社〕の株式を追加取得。(昭和43年５月に合

弁会社として設立)

平成11年３月 千葉県長生郡長南町に千葉第二工場が完成。

平成14年７月 P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインドネシア〔現連結子会社〕の全株式を取

得。

平成14年７月 米国に旭ダイヤモンドアメリカ,Inc.〔現連結子会社〕を設立。

平成14年７月 中国に合弁会社上海旭匯金剛石工業有限公司〔現連結子会社〕を設立。

平成18年６月 三重県伊賀市に三重工場と三重第二工場を統合した新三重工場が完成。

平成18年７月 ハグビー旭ABの全株式をサンドビックABに譲渡。



３ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社(子会社９社及び関連会社１社)の事業内容は、ダイヤモンド工具事業と宝飾品

事業を主に行っているほか、これらに附帯するサービス業務を営んでおります。主要事業となるダイヤモ

ンド工具事業部門では、ダイヤモンド及びＣＢＮ工具の製造販売と、これらに関連する用具及び関連機械

の製造販売を行っております。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記事項」に記載のとおり、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔ダイヤモンド工具事業部門〕 

当部門の販売先を業界別に分類すると、電子・半導体業界、輸送機器業界、機械業界、石材・建設業

界、その他の業界に分類されます。製品の業界別分類及び当社グループと各業界との関連は、次のとお

りであります。 

  

製品の業界別分類 

 
  

当社グループと各業界との関連 

 
  

〔宝飾品事業部門〕 

当社グループのうち、当社だけが扱う事業部門であり、主に小売店・通販業界及び百貨店に卸売り販

売を行うほか、株主・取引先関係者に対して展示会を開催し、小売り販売を行っております。 

  

業界 主な製品

電子・半導体
各種ダイヤモンドホイール、各種カッティングホイール、ＩＤブレード、ダイヤモンドワイヤソー、

ダイヤモンドメタルバンドソー、ＣＭＰコンディショナ、スクライバ、ダイヤモンドダイス

輸送機器
各種ダイヤモンドホイール、各種ＣＢＮホイール、各種カッティングホイール、各種ダイヤモンドド

レッサ、ダイヤモンドロータリドレッサ、バイト、ドリル、エンドミル、リーマ

機械
各種ダイヤモンドホイール、各種ＣＢＮホイール、各種ダイヤモンドドレッサ、ダイヤモンドロータ

リドレッサ、ワイヤガイドダイス、ウォータージェットノズル、耐摩耗工具

石材・建設
ダイヤモンドソーブレード、ポータブルカッタ、ダイヤモンドワイヤソー、ダイヤモンド研磨工具、

ダイヤモンドコアドリル、ダイヤモンドビット、掘削機械、切断機械

会社名 関係 業務内容 業界

旭ダイヤモンド工業株式会社 提出会社 製造販売 全て

山梨旭ダイヤモンド工業株式会社 連結子会社 製造 全て

旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSAS 〃 製造販売 全て

旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラリアPty.,Ltd. 〃 販売 主に石材・建設

P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインドネシア 〃 製造 石材・建設

P.T.AIBO 〃 販売 石材・建設

旭ダイヤモンドアメリカ,Inc. 〃 販売 全て

上海旭匯金剛石工業有限公司 〃 製造販売 電子・半導体

台湾鑽石工業股份有限公司 〃 製造販売 全て

新韓ダイヤモンド工業株式会社 関連会社 製造販売 全て



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 関係会社の主要な事業の内容は、すべてダイヤモンド工具事業であります。 

２ 特定子会社であります。 

３ 平成18年7月をもって、ハグビー旭AB、ハグビーU.S.A.,Inc.、ハグビー旭フィンランドOY、ハグビーカナダInc.

は、売却により連結の範囲から除外しております。 

４ 「議決権の所有割合」の欄の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

  

名称 住所 資本金

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

摘要
役員の 

兼任等(人)
営業上 

の取引

貸付金 

(百万円)

設備の 

賃貸借
役員 従業員

(連結子会社)

山梨旭ダイヤモンド工業 

株式会社
山梨県韮崎市

千円

48,000
100.0 3 ―

製品の 

製造委託
―

土地を 

賃貸
(注)２

旭ダイヤモンド 

インダストリアル 

ヨーロッパSAS

仏国 

セデックス

EUR

830,275
100.0 1 1

製品・材料の 

販売及び製品の

購入

― なし

旭ダイヤモンド 

インダストリアル 

オーストラリアPty.,Ltd.

オーストラリア 

モナ ベール

A＄

2,500,000
100.0 1 ― 製品の販売 ― なし

P.T.旭ダイヤモンド 

インダストリアル 

インドネシア

インドネシア 

ベカシ

千IDR

4,903,500
100.0 2 ―

材料の販売及び

製品の購入
83 なし

P.T.AIBO
インドネシア 

ベカシ

千IDR

25,000

100.0

(100.0)
― ― なし ― なし

旭ダイヤモンド 

アメリカ,Inc.

米国 

オハイオ州

US＄

100,000
100.0 1 1 製品の販売 ― なし

上海旭匯金剛石工業 

有限公司

中国 

上海市

US＄

1,800,000

100.0

(40.0)
1 1 製品の購入 ― なし

台湾鑽石工業股份 

有限公司

台湾 

桃園県

千NT＄

150,700
69.1 4 ―

製品・材料の 

販売及び購入
― なし (注)２

(持分法適用関連会社)

新韓ダイヤモンド工業 

株式会社

韓国 

仁川廣域市

百万Ｗ

6,500
28.5 4 ―

製品・材料の 

販売及び製品 

の購入

― なし



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、当連結会計年度における臨時従業員数であり、パートタイマー及び派遣社員を含

みます。なお、パートタイマーは平均雇用人員(１日８時間換算)であり、派遣社員は当連結会計年度末人員

であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から社外への出向者８名を除き、社外から当社への出向者２名を含む就業人員数でありま

す。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、当事業年度における臨時従業員数であり、パートタイマー及び派遣社員を含みま

す。なお、パートタイマーは平均雇用人員(１日８時間換算)であり、派遣社員は当事業年度末人員でありま

す。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合はＪＡＭ旭ダイヤモンド労働組合と称し、産業別労働組合ＪＡＭに加盟しており、平

成19年３月末日現在の組合員数は445名でユニオンショップ制であります。 

また、山梨旭ダイヤモンド工業株式会社は、企業内組合を結成しており、平成19年３月末日現在の組

合員数は75名であります。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

ダイヤモンド工具事業部門
1,623
〔221〕

宝飾品事業部門 9

全社(共通)
52
〔2〕

合計
1,684
〔223〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

906〔201〕 41.3 19.5 7,246



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当社グループを取り巻く経済環境は、国内においては、公共投資は依然とし

て低調であり、雇用情勢は改善に向かっているものの、個人消費はおおむね横ばいに推移いたしまし

た。しかしながら、企業収益の改善による設備投資の増加など、景気は緩やかな拡大を辿りました。 

 一方、海外においては、米国では一部景気減速の局面がみえ始めておりますが、アジア・欧州地域で

は好況を維持いたしました。 

 このような情勢のもと、当社グループの営業部門においては、中長期的な販売戦略を立て、業種の選

択と集中を行いました。また、新規客先の開拓、次世代工具の客先提案を行い拡販に注力いたしまし

た。さらに、海外子会社と連携し海外客先に対する技術サービス体制の強化に努めました。一方、生産

部門におきましては、新三重工場の建設と玉川工場の増改築を完了し、生産効率の向上を図りました。

また、海外子会社においても生産設備の増強を図り、製品の品質向上と納期の短縮に努め、高精度工具

の開発と新たな用途開発を積極的に行いました。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は375億66百万円(前年同期比4.0％増)となりました。利益面

におきましては、減価償却費の増加などにより営業利益は51億41百万円(前年同期比2.8％減)、経常利

益は54億77百万円(前年同期比6.4％減)となりました。また、減損損失や役員退職慰労引当金繰入額な

どの計上により、当期純利益は27億66百万円(前年同期比22.3％減)と前連結会計年度を下回りました。

  

事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。 

(イ)ダイヤモンド工具事業部門 

ダイヤモンド工具事業部門におきましては、輸送機器業界での日系自動車メーカー及び活況を呈し

ている航空機業界に対し、積極的な拡販活動を展開したことや、電子・半導体業界についても、高精

度工具の製品開発・拡販を行った結果、当事業部門の売上高は363億45百万円(前年同期比4.1％増)と

なりました。 

  

業界別に概況を述べると次のようになります。 

①電子・半導体業界 

電子業界は、薄型テレビ関連においては液晶及びプラズマ用のガラス基板加工用ホイールの販売

が微増となりました。また、世界的なシリコン原料不足の影響を受け太陽電池セルの生産が伸び悩

み、関連工具の販売が低迷しました。一方、半導体業界はフラッシュメモリ市場を筆頭に需要が拡

大しており、半導体デバイス業界向けのＣＭＰコンディショナやバックグラインディング用ホイー

ルの販売が大きく伸張いたしました。 

 これらの結果、売上高は116億58百万円(前年同期比6.6％増)となりました。 

②輸送機器業界 

自動車関連業界は、国内においては自動車の販売は低調に推移したものの、生産は輸出の好調を

受けて拡大し、積極的な拡販もありＣＢＮホイール及びコンパクト多刃工具の販売が上伸しまし

た。海外においても日系メーカーを中心に生産が依然好調でありますが、欧州地域におけるディー

ゼル車排気ガス規制の強化が先送りとなり、排ガス浄化装置(ＤＰＦ)の加工用ホイールの販売は鈍

化しました。また、航空機業界は民間機の生産が活況であり、ロータリドレッサを中心とした関連

工具の販売が大きく伸張いたしました。 



 これらの結果、売上高は70億２百万円(前年同期比7.6％増)となりました。 



③機械業界 

超硬工具業界は、在庫増による生産調整の影響により、関連工具の販売が微増となりました。一

方、軸受業界は、自動車関連業界の好況を受け生産が堅調であり、ロータリドレッサ等の販売が拡

大いたしました。また、工作機械などに取り付ける各種ホイール・ワイヤガイドダイス及びウォー

タージェットノズル等は、堅調な設備投資により、販売が好調に推移いたしました。 

 これらの結果、売上高は88億46百万円(前年同期比6.2％増)となりました。 

④石材・建設業界 

石材業界は、国内においては建築及び墓石関連とも需要が低迷し、石材加工用工具の受注は減少

いたしました。また、建設業界においても国内公共投資が減少し、受注が低迷いたしました。一

方、海外においては、鉱物資源の開発が活況を呈しており、掘削用ビット及び関連機器の販売が拡

大いたしましたが、海外子会社を期中で売却したことから、全体としては前年同期を下回る販売金

額となりました。 

 これらの結果、売上高は79億45百万円(前年同期比3.6％減)となりました。 

⑤その他 

大学、研究機関、窯業及び陶磁器メーカー等、上記以外の業種への製品の販売があり、これらの

売上高は８億92百万円(前年同期比2.0％減)となりました。 

  

(ロ)宝飾品事業部門 

宝飾品事業部門におきましては、回復基調にある個人消費を背景に、積極的なブランド商品の開発

に努め、小売では大手通販業者への販売や、各地での展示会を増やした結果、売上高は12億20百万円

(前年同期比2.3％増)となりました。 

  

事業の所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(a)日本 

電子・半導体業界及び自動車関連業界への販売が好調であったことから、売上高は280億96百万円

と前連結会計年度に比べ６億円(2.2％)の増収となりましたが、工場の拡張に伴う減価償却費の増加

などにより、営業利益は39億12百万円と前連結会計年度に比べ４億60百万円(10.5％)の減益となりま

した。 

(b)ヨーロッパ 

建設業界及び自動車関連業界への販売が好調であったものの、期中に連結子会社を売却したことに

より、売上高は44億83百万円と前連結会計年度に比べ３億43百万円(7.1％)の減収となり、営業利益

は４億６百万円と前連結会計年度と比べわずかに減益となりました。 

(c)アジア・オセアニア 

建設業界及び電子・半導体業界への販売が好調であったことから、売上高は36億51百万円と前連結

会計年度に比べ７億55百万円(26.1％)の増収となり、営業利益は７億82百万円と前連結会計年度に比

べ２億56百万円(48.8％)の増益となりました。 

(d)北米 

自動車関連業界への販売が好調であったことから、売上高は13億35百万円と前連結会計年度に比べ

４億35百万円(48.4％)の大幅な増収となり、営業利益は前連結会計年度に比べ44百万円の増益となり

ました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

 
当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度と比べ90百

万円増加し、35億60百万円の残高となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得られた資金は、27億76百万円(前年同期比14億82百万円減)となりました。主な

増加内容は、税金等調整前当期純利益50億67百万円、減価償却費20億30百万円及び減損損失11億62百

万円であります。また、主な減少内容は、関係会社株式売却益10億30百万円、売上債権の増加額12億

48百万円及び法人税等の支払額25億４百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用された資金は、19億60百万円(前年同期比36億86百万円減)となりました。この主な

内容は、有形固定資産の取得による支出が47億80百万円、三重工場及び三重第二工場などの有形固定

資産の売却による収入が10億51百万円、子会社株式の売却による収入が20億80百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用された資金は、８億26百万円(前年同期比13億13百万円減)となりました。この主な

内容は、配当金の支払額８億９百万円であります。 

  

項目
前連結会計年度

(百万円)
当連結会計年度 

(百万円)
増減 

(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,258 2,776 △ 1,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,647 △ 1,960 3,686

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,139 △ 826 1,313

現金及び現金同等物に係る換算差額 57 101 44

現金及び現金同等物の増減額 △ 3,471 90 3,561

現金及び現金同等物の期末残高 3,470 3,560 90



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注状況 

当社グループの生産・販売品目は多種多様であり、同種の製品であってもその形状等は一様ではな

く、また受注生産形態をとらない製品もあり、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を

金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別(業界別)に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、平成19年度に創立70周年を迎えるにあたり「感謝と真心のもの造り」を掲げ、社員一

丸となってステークホルダーの皆様のご期待に応えられるよう邁進してまいります。また、中長期の経営

目標である「ＧＬＯＢＡＬ５１０」を達成すべく、各部門では引き続き以下の取り組みを行ってまいりま

す。 

 営業部門におきましては、重点業種を電子・半導体業界及び輸送機器業界とし、当社の特色である「お

客様との密着型営業」を推進し、海外客先に対する技術サービスを強化して、グローバルな販売体制を構

築することに注力いたします。特に、輸送機器業界の中で自動車関連につきましてはＣＢＮ工具及び切削

工具の積極的なシェアアップを図ってまいります。また、海外におきましては、活況を呈している鉱物資

源の探査用工具の拡販を行ってまいります。 

 生産部門におきましては、国内外で進めてきた製造拠点の強化が完了いたしました。これにより品質の

安定が見込まれますが、さらなる合理化と省力化を進めコストダウンを行うことで、お客様から満足して

いただける品質保証体制の継続的な強化と、環境に配慮した製造工程の改良を進めてまいります。 

 研究開発部門におきましては、研究開発テーマに則した製品開発活動を行うとともに、顧客ニーズに対

応した製品を迅速に開発し、生産部門とともに優位性のある製品の提供に努めてまいります。また、子会

社との連携を深め、当社グループとして「技術の旭ダイヤ」を定着すべく品質の向上に努力いたします。

  

事業部門別(業界別) 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ダイヤモンド工具事業部門

電子・半導体業界 11,658 6.6

輸送機器業界 7,002 7.6

機械業界 8,846 6.2

石材・建設業界 7,945 △ 3.6

その他 892 △ 2.0

計 36,345 4.1

宝飾品事業部門 1,220 2.3

合計 37,566 4.0



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1) 価格競争 

当社グループは、常に、国内外の工場が一体となって、高品質化・納期の迅速化・技術サービスなど

顧客満足度の向上に努めております。しかしながら、年々、市場からの高品質化・低コスト化の要求が

高まるとともに、競合他社との価格競争がますます激化しております。競合他社も、今後加工コストの

安い地域への生産シフトなどにより、低価格品を市場に投入するようなケースが生じる場合、市場シェ

アの維持と収益性の確保ができなくなる可能性があり、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 製品の欠陥 

当社グループは、ほとんどの工場においてＩＳＯの品質保証規格の認証を取得し、厳格な品質管理に

より製品を製造しておりますが、全ての製品について欠陥がなく、クレームによる費用が発生しないと

いう保証はありません。また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、これにより、

終的に負担する賠償額を十分に補える保証はありません。大規模なクレームの発生や製造物責任賠償に

つながるような製品の欠陥が生じた場合、多額のコストを発生させるほか、当社グループの信頼性を失

い、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 海外事業について 

当社グループは、フランス、中国、東南アジア地区においては製造拠点を、北米、豪州などには販売

拠点を有し、事業のグローバル化を推進しております。今後、政治情勢の変化、法的規制の改正、労働

争議の発生、疫病の発生、為替の変動及びテロ・戦争の勃発など、事業の遂行に予期しない様々な問題

が生じる可能性があるほか、持続的な人材の採用と確保の難しさが予想されます。こうした場合、当社

グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、スウェーデンのサンドビックABとの間で、100％連結子会社であるスウェーデンのハグビー旭

ABの全株式80,000株を譲渡する「株式譲渡基本契約」を、平成18年５月30日付で締結いたしました。 

 なお、当該契約により、当連結会計年度において関係会社株式売却益10億30百万円を特別利益として計

上しております。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社の技術研究所が中心となり、各工場の生産技術部、技術部、営業

部門が密接に連携を保ちながら、将来の事業の基盤となるべき基礎研究から、地球環境や資源を視野に入

れた応用開発まで、幅広い研究開発活動を行っております。また、国公私立の研究機関や大学と、共同研

究あるいは受託研究を積極的に行っております。 

 業界別の研究成果は以下のとおりであります。なお、当連結会計年度における連結対象ベースでの研究

開発費は14億72百万円であり、すべてダイヤモンド工具事業部門に係わるものであります。 

  

(1) 電子・半導体業界 

曲がりに対する強度を高め、切れ味などの調整を容易にし、目的に応じた仕様の選択ができるメタル

ボンドダイヤモンドカッタ「サンプライム」を開発しました。発光素子を封入したＬＥＤパッケージや

セラミックコンデンサの切断用として需要が高まっております。 

 また、開発を続けてきた電着ダイヤモンドワイヤは、現行の遊離砥粒及びレジン系の固定砥粒による

切断法と比べて優位性、差別化が確認できたため、「ＥｃｏＭＥＰ（エコメップ）」の商品名で販売を

開始しました。サファイアなどのＬＥＤ基板材料、シリコン材料、ネオジム鉄等の磁性材料等のスライ

ス加工に適しており、作業環境の悪化や使用済みスラリからくる産業廃棄物の処理問題が大幅に改善さ

れます。 

  

(2) 輸送機器業界 

ブレーキディスクを研削仕上げするメタルボンドＣＢＮホイールを開発しました。ディスクの材質

は、乗用車では鋳鉄が、オートバイではステンレス系の材料が使用されており、鋳鉄用にはメタルボン

ド「ＭＨ５１」、ステンレス用にはメタルボンド「ＭＡ１」と、材料特性により使い分けた製品を開発

しました。 

 また、自動車部品などの加工に用いられる一般砥石は、単結晶ダイヤを用いたドレッサによりドレッ

シングされております。しかし、単結晶ダイヤは脆く、欠けやすい性質を持っているため、大きな欠け

を起こさず、安定した性能が得られる多結晶ダイヤを用いた「プリズマドレッサ」を開発しました。 

  

(3) 機械業界 

ダイヤモンド焼結体「ＰＣＤ」を用いた耐摩耗工具は、ダイヤルインジケータなどの測定器用接触端

子や各種Ｖ型受けなどに利用されております。特に、砥粒を加工物に吹き付けて材料除去するサンドブ

ラスト加工では、砥粒が噴射されるノズル部を「ＰＣＤ」化することで耐摩耗性は40～400倍にも高ま

りました。 

 また、新開発の高性能メタルボンド「ＴＮＧ」ホイールの国内での販売を開始しました。この「ＴＮ

Ｇ」ホイールは、超硬合金を用いた穴あけ用工具であるドリルやエンドミル等のねじれた深い溝の研削

に使用されます。従来のレジン系に比較して加工能率、寿命とも優れた性能が得られており、加工コス

トの低減に貢献しております。 

  

(4) 石材・建設業界 

建設業界で使用されるダイヤモンド工具に対しては、ますます切削水を使用しない乾式工法への期待

が高まっております。そこで、メタルボンドワイヤ、シンウォールビット、目地入れブレード等の既存

製品に対して加工能率を重視し、安定した切れ味が維持できる乾式対応の製品仕様を開発しました。ま

た、道路路面の切断に供されるブレードでは、作業中の環境に配慮して、切削音を低減する「静音タイ

プ」を発売しました。 



  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。なお、文中における

将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成にあたって、当社の経営者は、連結財務諸表の作成におけ

る重要な判断と見積りや計画の策定に対し、過去の実績や現状を勘案し合理的に判断しております。し

かしながら、これらの判断と見積りや計画の策定は不確実性を伴うため、将来生じる実際の結果と大き

く異なる可能性があります。 

  

①たな卸資産 

当社グループは、販売計画に基づいてたな卸資産の管理を行い、常に 小限の在庫になるように努

めております。今後、技術革新のスピード化による製造中止や、市場状況の悪化による陳腐化が生じ

た場合、たな卸資産の評価損を計上する可能性があります。 

②貸倒引当金 

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しており

ます。将来、顧客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加の引当金が必要となる可

能性があります。 

③投資有価証券 

当社グループは、市場価格等のある有価証券については、期末日における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合、原則として減損処理を行い、30～50％程度下落した場合、回収可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。また、市場価格等のない有

価証券については、投資先の純資産額を基に１株当たりの実質価値を見積もって検討することによ

り、市場価格等のある有価証券と同様に減損処理を行うこととしております。 

 将来、投資先の株価もしくは業績の著しい低迷があった場合には、投資有価証券の評価損を計上す

る可能性があります。 

④繰延税金資産 

当社グループは、繰延税金資産については、中長期の損益見込みに基づいて将来の課税所得を検討

し、回収可能性を考慮して計上しております。現時点において計上されている繰延税金資産は十分回

収できると判断しておりますが、予測し得なかった損失の発生が見込まれた場合、当該繰延税金資産

が法人税等調整額として費用化される可能性があります。 

⑤退職給付引当金 

当社グループは、従業員に対する退職給付債務及び退職給付費用については、割引率、昇給率、退

職率、死亡率及び年金資産の期待運用収益率などの基礎率を用い、年金資産を加味して計算しており

ます。これらの基礎率は毎年変更される場合があるため、前年度に予定していた期末債務額と翌年度

に計算する期首債務額との差額、いわゆる数理計算上の差異が大きく変動する可能性があります。当

社の数理計算上の差異については、翌期に一括費用処理することから、将来の退職給付引当金につい

ても毎年大きく変動する可能性があります。 

  



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

売上高は、前連結会計年度に比べ4.0％増収の375億66百万円となりました。 

 事業部門別にみると、ダイヤモンド工具事業部門においては前連結会計年度に比べ4.1％増収の363

億45百万円となり、宝飾品事業部門においては前連結会計年度に比べ2.3％増収の12億20百万円とな

りました。 

 ダイヤモンド工具事業部門を業界別にみると、電子・半導体業界は、半導体業界の好況を受け需要

が拡大し、前連結会計年度に比べ6.6％増収の116億58百万円の売上となりました。輸送機器業界は、

国内自動車メーカーの輸出好調や、航空機業界の民間機の生産の活況を背景に需要が増え、前連結会

計年度に比べ7.6％増収の70億２百万円の売上となりました。機械業界は、工作機械用の機械付け工

具の販売が順調に推移し、また自動車関連業界の好況を受け軸受・超硬業界向けの加工用工具の販売

が好調であったことから、前連結会計年度に比べ6.2％増収の88億46百万円の売上となりました。石

材・建設業界は、国内では公共投資の減少の影響を受け低迷しました。海外では鉱物資源の開発が活

況を呈し、需要が拡大したものの、前連結会計年度に比べ3.6％減収の79億45百万円の売上となりま

した。また、その他の業界への売上は、前連結会計年度に比べ2.0％減収の８億92百万円となりまし

た。 

②売上原価、売上総利益 

売上原価は、売上高の増加に伴う材料費等の変動費部分の増加と、新三重工場建設と玉川工場の増

改築に伴う減価償却費の増加などにより、前連結会計年度に比べ15億72百万円増加し243億44百万円

となりました。 

 この結果、売上総利益は前連結会計年度に比べ0.9％減益の132億21百万円となりました。 

③販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費は、売上の増加による固定費部分の増加があったものの、年金資産の運用益

が影響した数理計算差異の影響で、退職給付費用がマイナス計上となり、前連結会計年度に比べ

0.3％増の80億80百万円となりました。 

 この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ2.8％減益の51億41百万円となりました。 

④営業外損益、経常利益 

営業外損益は、受取利息・受取配当金から支払利息を差し引いた金融収支が１億81百万円のプラス

だったことや、持分法による投資利益の計上が１億49百万円であったことから、３億36百万円の収益

を計上しておりますが、前連結会計年度に比べると２億22百万円減少いたしました。 

 この結果、経常利益は前連結会計年度に比べ6.4％減益の54億77百万円となりました。 

⑤特別損益、税金等調整前当期純利益 

特別損益は、旧三重工場関連で、減損損失が11億62百万円、工場移転費用が１億28百万円の損失計

上があったものの、工場の土地建物の売却に伴う固定資産売却益等の計上や、連結子会社の株式売却

益10億30百万円の計上もあったことから、４億10百万円の損失となりました。 

 この結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ11.7％減益の50億67百万円となりまし

た。 

  



⑥法人税等、少数株主利益、当期純利益 

法人税等は、税金等調整前当期純利益が減少したことに伴い課税所得が減少し、法人税、住民税及

び事業税は減少いたしましたが、退職給付引当金の損金不算入額の減少の影響などから、一時差異に

かかる法人税等調整額が増加し、前連結会計年度に比べ89百万円増加の21億97百万円となり、実効税

率は、40.2％の法定実効税率より3.2ポイント高い43.4％となりました。少数株主利益は、前連結会

計年度に比べ59.1％増の１億３百万円となりました。 

 これらの結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ22.3％減益の27億66百万円となり、１株当たり

当期純利益は42円73銭、自己資本利益率は6.0％となりました。 

  

(3) 当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産 

資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億42百万円減少し、581億６百万円となりました。流動資

産は、現金及び預金から投資その他の資産のその他へ一部シフトしたことなどから、前連結会計年度

末に比べ23億98百万円減少し216億60百万円となりました。また、固定資産のうち有形固定資産は、

新三重工場の完成等により建設仮勘定が34億88百万円減少し建物及び構築物が36億62百万円増加する

など、前連結会計年度に比べ３億72百万円増加し186億72百万円となりました。投資その他の資産

は、連結子会社の株式の売却や期末時の時価評価等により投資有価証券が10億28百万円減少したもの

の、流動資産からの預金の一部シフトなどにより前連結会計年度に比べ13億58百万円増加しました。

その結果、固定資産合計は、前連結会計年度末に比べ17億56百万円増加し364億45百万円となりまし

た。 

②負債 

負債合計は、退職給付引当金が８億92百万円減少したことや、未払法人税等が７億85百万円減少し

たことなどから、前連結会計年度末に比べ13億12百万円減少し、109億95百万円となりました。 

③純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末の資本合計に前連結会計年度末の少数株主持分を加えた額に比

べ、６億70百万円増加の471億10百万円となりました。この主な増加要因は、当期純利益の計上27億

66百万円、土地再評価差額金の取崩による増加２億94百万円であり、主な減少要因は、配当金の支払

による減少８億９百万円、その他投資有価証券評価差額金の減少など評価・換算差額等の減少が15億

25百万円であります。 

 これらの結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べ11円12銭増加し、719円17銭とな

り、自己資本比率は80.1％となりました。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

マーケットリスク 

当社は、わが国のダイヤモンド工具業界において、電子・半導体業界、輸送機器業界、機械業界、石

材・建設業界など広範囲のユーザーを対象に、豊富な製品群をもってトップシェアを維持してきまし

た。しかしながら、当社グループの業績は、過去において各業界の景気変動の影響を受けてきました。

今後は、景気に左右されることのない競争力の高い製品を作る事を 優先に継続的な製品開発を行い、

市場動向を見極め、影響を 小限にとどめることの出来る企業体質に改善することが重要な課題と考え

ております。 

  



(5) 戦略的現状と見通し 

当社グループは、中長期の経営目標として「ＧＬＯＢＡＬ５１０」を掲げております。これは、当社

グループの売上高を、世界のダイヤモンド工具の推定需要５千億円の10％である５百億円を目指すとい

うものであります。また、当社グループは、ダイヤモンド及びＣＢＮ工具のリーディングカンパニーと

しての地位をより一層強固なものにするため、「シェアアップ」「製品開発力の強化」「コストダウ

ン」に積極的に取り組んでまいります。 

 １つ目の「シェアアップ」につきましては、技術サービスの強化を柱として、新規客先への拡販活

動、既存客先への納期短縮、品質向上、提案型営業活動によりシェアアップを目指してまいります。ま

た、グローバルに旭ダイヤモンドブランドを浸透させ、海外グループ各社と連携を強化し、各種展示会

等への出展により、販売チャンネルの拡大を図ってまいります。 

 ２つ目の「製品開発力の強化」につきましては、世界的な環境保護への高まりから、太陽電池素材の

シリコンやディーゼル車用排ガス浄化装置（ＤＰＦ）などの環境対応型商品の需要が拡大しておりま

す。これらの商品加工に欠かせない工具メーカーとして、技術研究所を中心に高能率加工用の超砥粒工

具の開発を進めてまいります。また、新しく完成した三重工場・玉川工場をはじめ、当社グループが一

丸となってさらなる製品の開発・改良に取り組んでまいります。 

 ３つ目の「コストダウン」につきましては、材料費の削減、経営資源の集中による生産効率の向上、

適正在庫の見直しなどにより、継続的に原価低減活動を展開してまいります。 

  

(6) 資本の財源及び資金の流動性について 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ14億82

百万円少ない27億76百万円の資金を得ました。主な減少要因は、前連結会計年度に比べ税金等調整前当

期純利益が６億68百万円の減少、退職給付引当金が６億87百万円の減少、及び関係会社株式売却益10億

30百万円であります。また、主な増加要因は、減損損失11億62百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ36億86百万円少ない19億60百万円の

資金を使用しました。この主な支出は、工場建設などによる有形固定資産の取得による支出47億80百万

円、子会社株式の売却による収入20億80百万円であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ13億13百万円少ない８億26百万円の

資金を使用しました。この主な支出は、配当金の支払８億９百万円であります。 

 これらの活動の結果と為替レートの変動が海外子会社の現金及び現金同等物の円換算額に与えた影響

により、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度に比べ90百万円増加し35億60百万円となりまし

た。 

  

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、 善の経営方針を立案する

よう努めております。しかしながら、当社を取り巻く環境は常に変化し柔軟かつ迅速な対応を迫られて

おります。今後は、国内、海外の各工場においての生産品目の戦略的な棲み分けを図り、 適な生産体

制の構築に取り掛かり、特に中国、東南アジア、ヨーロッパ、アメリカ地区に進出している日系企業へ

の積極的な拡販が必要と考えております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、戦略分野とする電子・半導体業界、輸送機器業界の技術革新のスピード化に対応でき

る製品開発に重点を置き、合わせて省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投資を行っておりま

す。 

 当連結会計年度における設備投資の総額は48億51百万円(有形固定資産受入ベースの数値で、金額に消

費税等を含みません。)であります。その主なものは、新三重工場の建設代金に11億20百万円並びに玉川

工場の増改築工事代金に３億53百万円を投資しました。また、各工場において、生産増強、合理化及び研

究開発計画に基づく機械装置等に21億98百万円の投資を行いました。 

 なお、所要資金については、一時的に銀行借入に頼ったものの、ほぼ全額を自己資金で充当しました。

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループのダイヤモンド工具事業部門における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額の「その他」は工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 金額には消費税等を含んでおりません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記のほか、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

   

 
５ 従業員数の〔  〕は、臨時従業員数を外書しております。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

三重工場 
(三重県伊賀市)

生産設備 3,840 1,699
1,945
(127)

159 7,644
306
〔81〕

玉川工場 
(川崎市高津区)

生産設備 1,672 901
824
(5)

107 3,506
149
〔49〕

千葉鶴舞工場 
(千葉県市原市)

生産設備 776 373
216
(14)

50 1,415
92

〔48〕

千葉第二工場 
(千葉県長生郡長南町)

生産設備 1,002 279
116
(16)

57 1,456
56

〔18〕

技術研究所 
(千葉県市原市)

研究開発設備 80 316
34
(2)

53 486 25

事業所名 
(所在地)

設備の内容
年間賃借料 
(百万円)

本社 
(東京都千代田区)

本社ビルの賃借 173

事業所名 設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

本社・各工場 電子計算機 ４～５年 13 9



(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額の「その他」は工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 金額には消費税等を含んでおりません。 

３ 当社が貸与している固定資産については、［  ］で外書しております。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 従業員数の〔  〕は、臨時従業員数を外書しております。 

  

(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額の「その他」は工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 金額には消費税等を含んでおりません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 従業員数の〔  〕は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、１年ごとに、生産計画、需要予測、利益に対する投資割合等を総

合的に勘案して計画しております。設備計画は、原則的に各工場サイドで個別に策定したのち、グループ

全体で重複投資とならないよう、当社の取締役会の調整をもって決定しております。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定額は16億円であり、そのすべ

てをダイヤモンド工具事業部門の経常的な設備の更新に使用します。所要資金については、そのほとんど

が自己資金によって充当する予定であります。 

 なお、重要な設備の除却または売却の計画はありません。 

  

会社名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

山梨旭ダイヤモンド 
工業株式会社
(山梨県韮崎市)

生産設備
351
[3]

412
[―]

―
(22)
[874]

35
[―]

800
[878]

141
〔13〕

会社名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

旭ダイヤモンド 
インダストリアル 
ヨーロッパSAS 
(仏国 セデックス)

生産設備 165 241
18

(22)
54 479 190

台湾鑽石工業股份 
 有限公司
(台湾 桃園県)

生産設備 206 490
21

(10)
62 780

238
〔2〕



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 190,300,000

計 190,300,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 72,343,769 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 72,343,769 同左 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 「発行済株式総数増減数」欄は、すべて利益による自己株式の消却によるものであります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式7,633,629株は、「個人その他」欄に7,633単元、「単元未満株式の状況」欄に629株含まれており

ます。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が、「その他の法人」欄に２単元、「単元未満株式の状況」欄に385株含まれ

ております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(百万円)

資本金
残高 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成13年４月１日～ 

平成14年３月31日
(注) △1,500,000 72,343,769 ― 4,102 ― 7,129

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 57 32 148 98 3 8,694 9,032 ―

所有株式数 
(単元)

― 20,844 640 3,703 9,385 5 36,164 70,741 1,602,769

所有株式数 
の割合(％)

― 29.47 0.90 5.23 13.27 0.01 51.12 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式7,633千株(発行済株式総数に対する割合は10.55％)を保有しておりますが、上記の大株主か

らは除いております。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

資産管理サービス信託銀行株式会社         3,360千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社        3,208 〃 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社      2,776 〃 

３ 株式会社みずほコーポレート銀行から、平成19年１月22日付の大量保有報告書(変更報告書)の写しの送付が

あり、平成19年１月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業

年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,360 4.64

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,208 4.43

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,776 3.84

株式会社みずほコーポレート銀行 
 (常任代理人 資産管理サービス 
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
 (東京都中央区晴海一丁目８番12号)

2,465 3.41

ゴールドマン・サックス・インターナシ
ョナル 
 (常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
 (東京都港区六本木六丁目10番１号)

2,336 3.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,846 2.55

中央三井信託銀行株式会社 
(常任代理人 日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社)

東京都港区芝三丁目33番１号
 (東京都中央区晴海一丁目８番11号)

1,370 1.89

旭ダイヤモンド社員持株会 東京都千代田区紀尾井町４番１号 1,287 1.78

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
 (日本生命証券管理部内)

1,222 1.69

ステート ストリート バンク アンド
トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行兜町証券決済業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
 (東京都中央区日本橋兜町６番７号)

805 1.11

計 ― 20,676 28.58

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,465 3.41

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,741 3.79

計 5,206 7.20



４ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成18年11月15日付の大量保有報告書(変更報告書)の

写しの送付があり、平成18年10月31日現在で発行済株式数に対する保有株式数の割合が５％未満となった旨

及び保有株式数の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
５ あすかアセットマネジメントリミテッドから、平成19年６月18日付の大量保有報告書の写しの送付があり、

平成19年６月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,846 2.55

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,543 2.13

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 44 0.06

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 127 0.18

計 3,560 4.92

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

あすかアセットマネジメントリミテッド 東京都港区赤坂一丁目12番32号 3,659 5.06



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株及び名義人以外か

ら株券喪失登録のある株式が30,000株含まれております。 

２ 「議決権の数(個)」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個及び名義人以外

から株券喪失登録のある株式に係る議決権の数30個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   7,633,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  63,108,000 63,108 ―

単元未満株式 普通株式   1,602,769 ―
１単元(1,000株)未満
の株式

発行済株式総数      72,343,769 ― ―

総株主の議決権 ― 63,108 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
旭ダイヤモンド工業株式会社

東京都千代田区 
紀尾井町４番１号

7,633,000 ― 7,633,000 10.55

計 ― 7,633,000 ― 7,633,000 10.55



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求による株式を含めておりません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 72,726 66

当期間における取得自己株式 7,170 6

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 
(単元未満株式の買増請求による譲渡)

9,875 5 230 0

保有自己株式数 7,633,629 ― 7,640,569 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対して安定した配当を継続的に実施することを配当政策の基本としており、業績

並びに将来の事業展開を総合的かつ長期的に勘案し配当を実施しております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 内部留保資金については、より一層の企業体質の強化・充実を目的として、設備投資など今後の事業展

開に有効活用いたします。 

 当事業年度の剰余金の配当は、中間配当金を１株につき６円25銭としましたが、期末配当金は75銭を増

額し、１株につき７円としたことにより、年間配当金は13円25銭となりました。 

 当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月14日 
取締役会決議

404 6.25

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

452 7.00

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 591 650 685 1,244 1,148

低(円) 380 406 550 602 721

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

高(円) 927 815 915 909 915 863

低(円) 759 721 792 845 816 794



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役 

社長
― 木 田   進 昭和13年３月21日生

昭和31年４月 当社入社

(注)2 51

平成６年７月 企画部長

平成７年６月 取締役企画部長

平成11年６月 常務取締役営業本部長兼企画部長

平成15年４月 代表取締役社長就任(現)

代表取締役 

専務
管理本部長 大 森   晃 昭和13年12月３日生

昭和41年１月 当社入社

(注)2 47

平成２年７月 総務部長

平成７年６月 取締役総務部長

平成11年６月 常務取締役管理本部副部長兼総務

部長

平成15年６月 代表取締役専務管理本部長

平成16年４月 代表取締役専務管理本部長兼海外

事業本部長

平成19年４月 代表取締役専務管理本部長(現)

専務取締役

生産技術本

部長兼三重

工場長

安 本   劭 昭和14年５月16日生

昭和35年２月 当社入社

(注)2 30

平成10年７月 三重工場副工場長兼第一製造部長

平成11年６月 取締役三重工場副工場長兼第一製

造部長

平成13年７月 取締役三重工場長

平成15年６月 常務取締役生産技術本部長兼三重

工場長

平成15年９月 新韓ダイヤモンド工業株式会社代

表取締役(現)

平成18年６月 専務取締役生産技術本部長兼 

三重工場長就任(現)

常務取締役 営業本部長 富 塚 俊 介 昭和19年３月15日生

昭和41年４月 当社入社

(注)2 43

平成７年４月 東京第二営業部長

平成７年６月 取締役名古屋支店長

平成15年４月 取締役営業本部長兼名古屋支店長

平成15年６月 常務取締役営業本部長就任(現)

常務取締役
管理本部副

本部長
山 田 悟 郎 昭和20年10月13日生

昭和43年４月 当社入社

(注)2 23

平成９年６月 玉川工場長

平成15年６月 取締役玉川工場長

平成17年６月 取締役管理本部副本部長

平成18年６月 常務取締役管理本部副本部長 

就任(現)

常務取締役
経営戦略企

画本部長
川 嶋 一 夫 昭和22年11月11日生

昭和46年４月 当社入社

(注)2 33

平成12年４月 千葉鶴舞工場長

平成15年６月 取締役千葉鶴舞工場長

平成17年６月 取締役経営戦略企画本部長

平成18年６月 常務取締役経営戦略企画本部長 

就任(現)

平成18年10月 P.T.旭ダイヤモンドインダストリア

ルインドネシア代表取締役就任(現)

平成18年11月 旭ダイヤモンドインダストリアルオ

ーストラリアPty.,Ltd.代表取締役

就任(現)



  

 
(注) １ 監査役 岡元澄彦、浅野勝、髙橋淳三及び畑江道正は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 取締役 富塚康夫は、常務取締役 富塚俊介の弟であります。 

５ 当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は４名で、技術研究所長 大原保之、名古屋支店長 

等々力満、玉川工場長 塩谷好次、三重工場副工場長 奥井威夫で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 大阪支店長 富 塚 康 夫 昭和24年２月18日生

昭和47年４月 当社入社

(注)2 32
平成11年７月 玉川工場副工場長

平成15年７月 執行役員大阪支店長

平成17年６月 取締役大阪支店長就任(現)

取締役

生産技術本

部副本部長

兼千葉鶴舞

工場長

堀 江 惣 治 昭和20年８月21日生

昭和44年９月 当社入社

(注)2 9

平成15年７月 本社技術部長

平成16年７月 執行役員技術部長

平成17年６月 取締役千葉鶴舞工場長

平成19年４月 取締役生産技術本部副本部長兼千

葉鶴舞工場長就任(現)

取締役
海外事業部

担当
藍   敏 雄 昭和28年３月４日生

平成６年９月 当社入社

(注)2 3

平成８年７月 当社退職

平成８年８月 台湾鑽石工業股份有限公司代表取

締役董事長(現)

平成14年７月 上海旭匯金剛石工業有限公司代表

取締役董事長(現)

平成17年６月 取締役海外事業部担当就任(現)

常勤監査役 ― 岡 元 澄 彦 昭和19年３月18日生

平成６年２月 株式会社第一勧業銀行(現 株式会

社みずほ銀行)検査部検査役 (注)3 15

平成７年６月 当社常勤監査役就任(現)

監査役 ― 浅 野   勝 昭和16年６月19日生

平成元年５月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)検査部検査役

(注)3 1平成６年４月 東急不動産ローン保証株式会社常

務取締役

平成13年６月 当社監査役就任(現)

監査役 ― 髙 橋 淳 三 昭和16年３月２日生

平成元年１月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)熱田支店長

(注)3 1平成13年６月 ダイヤモンド抵当証券株式会社常

務取締役

平成16年６月 当社監査役就任(現)

監査役 ― 畑 江 道 正 昭和17年12月27日生

平成３年５月 株式会社富士銀行(現 株式会社み

ずほ銀行)本店営業第五部部長

(注)3 2

平成４年１月 同行 人事部参事役

平成８年６月 飛島建設株式会社取締役

平成14年７月 日本橋興業株式会社顧問

平成16年６月 当社監査役就任(現)

計 292



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本方針は、永続的な成長・発展と企業価値向上のため、

当社グループ全般の重要事項に関する的確かつ迅速な意思決定をすることと、それを遂行することにあ

り、効率的な運営を目的とした経営体制を築くことであります。 

 また当社は、顧客・株主・投資家・サプライヤー・社員・社会等のステークホルダーからの信頼と期

待に応えることが、今後の事業競争力の向上に必要であると考えており、経営の透明性や経営責任の明

確化が不可欠として、経営の意思決定及び業務執行並びに経営監視の機能強化に努めてまいります。 

  

(2) コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

当社は、株主総会が会社の意思決定を行う 高の機関と位置付けております。 

業務執行体制は、監査役制度を採用し、取締役会と監査役会により業務執行の監督及び監視を行って

おります。 

 取締役会は、取締役９名で構成され、定期的に開催し、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催

し、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。また、取締役

会の後には、引き続き経営会議を開催し、年２回は、販売戦略を中心とする全社会議を開催し、経営

の基本方針の周知徹底を図っております。さらに、顧問弁護士・税理士には法律上の判断を必要とす

る場合に、適時アドバイスを受けております。 

 監査役会は、監査役４名で構成され、全員が社外監査役であります。監査役は、取締役の意思決

定、職務遂行の適法性を監査し、内部統制システムの運用状況をレビューしております。 

 上記のほか、当社は執行役員制度を導入し、業務執行区分の明確化と執行責任の強化を図り、経営

のスピードアップを進めております。現行の執行役員は４名であります。 

  
(平成19年６月29日現在) 

  
 



  



②内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムについては、平成18年４月１日付で、代表取締役社長を委員長とする内部

統制委員会を新設し、その下部組織に、情報開示委員会、コンプライアンス委員会、内部監査委員会

及び個人情報保護委員会の４つの組織を設置し、法令・定款に適合した体制を確保しました。さらに

内部通報制度である「ヘルプライン窓口」を社内及び社外に設置し、通報体制を確立いたしました。

 平成18年10月には、「経営理念」と「行動憲章」を明文化し、コンプライアンスの具体例ととも

に、「旭ダイヤ行動指針」として小冊子にまとめ、役員・従業員に配布し教育を行うとともに、内部

通報制度をスタートさせました。 

 また、平成19年５月には、財務報告に係る内部統制システム構築のために、内部監査委員会のメン

バーを中心に内部統制プロジェクトマネジメントオフィスを立ち上げ、財務報告の信頼性の確保に向

けて本格的な取り組みを始めました。 

③リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、コンプライアンス委員会は「行動指針」を活用したコンプライアンス全

般の周知徹底を図り、情報開示委員会や個人情報保護委員会は情報漏えい等の事故防止に努めており

ます。また、環境面でのリスク管理はISO14001「環境マネジメントシステム」の活用、品質面でのリ

スク管理はISO9001「品質マネジメントシステム」の活用、さらに、安全面のリスク管理は安全衛生

委員会、ブランド面のリスク管理は特許委員会が対応するなど、様々な角度からリスク管理を行って

おります。 

④役員報酬の内容 

当事業年度において、当社の取締役及び監査役への報酬は、取締役９名に対し３億34百万円、監査

役４名に対し31百万円を支払っております。この報酬金額には、使用人兼務取締役に対する使用人分

給与35百万円は含まれておりません。 

⑤監査報酬の内容 

当社は、会計監査人への公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に基づく業務の対価と

して、合計29百万円の報酬を支払っております。なお、上記以外の業務に対する報酬はありません。

⑥内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査は、内部監査規程に基づき、内部監査委員会(兼任スタッフ８名)を中心に内部統制

システムの整備に重点を置きながら、各事業所における業務プロセスの有効性・効率性についても検

討・評価しており、問題点等があれば内部統制委員会へ報告できる体制を整えております。 

 当社の監査役監査は、当事業年度は合計５回の監査役会を開催し、監査役会が策定した監査計画に

従い重要な会議への出席、支店、営業所、工場への往査など、会計監査人との相互連携した監査活動

を行っております。 

 また、監査役会のもとに、監査役室(兼任スタッフ４名)を設置し、適法性監査に留まらず、経営陣

から独立した立場で内部統制の整備・運用状況、コーポレート・ガバナンスの状況、リスクマネジメ

ントなどの監査を行い、監査役の補佐を行っております。 



⑦社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の監査役４名は、全て社外監査役であります。社外監査役岡元澄彦及び畑江道正は現株式会社

みずほフィナンシャルグループの出身であります。また、社外監査役浅野勝及び髙橋淳三は、現株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行の出身であります。株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社である

株式会社みずほコーポレート銀行と株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、当社の大株主であり、かつ当社

の主要取引銀行であります。 

 なお、社外取締役は選任しておりません。 

⑧会計監査の状況 

当社の会計監査は、築地監査法人と監査契約を締結し、会社法と証券取引法に基づく監査を受けて

おります。当社監査役と監査法人は定例的に開催される監査役会において、監査方針、監査方法等に

ついて相互理解に努める一方、会計監査の都度会合を持ち、会計監査業務で指摘された問題点を中心

に協議を行っております。 

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 

代表社員 業務執行社員 鈴木忠光（32年） 

代表社員 業務執行社員 石井忠史（７年） 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ５名 

⑨取締役の定数 

当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。 

⑩取締役の選任 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。 

⑪自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的

に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、南平台監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日

まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につい

ては、築地監査法人により監査を受けております。 

 なお、従来から監査証明を受けていた南平台監査法人は、平成19年４月２日付で築地監査法人と合併し

たことにより、築地監査法人と名称を変更しました。 

  

３ 金額の表示単位の変更について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲載される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しまし

た。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替えて表示

しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,070 3,560

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 12,011 12,934

 ３ たな卸資産 5,024 4,369

 ４ 繰延税金資産 795 564

 ５ その他 219 293

   貸倒引当金 △ 61 △ 60

   流動資産合計 24,059 41.0 21,660 37.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 13,108 13,361

     減価償却累計額 8,528 4,579 5,119 8,242

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 18,860 19,269

     減価償却累計額 14,879 3,980 14,391 4,878

  (3) 工具器具備品 2,772 2,984

     減価償却累計額 2,208 563 2,243 741

  (4) 土地
※３ 
※７

5,468 4,592

  (5) 建設仮勘定 3,706 218

   有形固定資産合計 18,300 31.1 18,672 32.1

 ２ 無形固定資産 85 0.1 109 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 14,240 13,212

  (2) 長期貸付金 37 33

  (3) 繰延税金資産 163 203

  (4) その他 2,433 4,352

    貸倒引当金 △ 571 △ 139

   投資その他の資産合計 16,303 27.8 17,662 30.4

   固定資産合計 34,689 59.0 36,445 62.7

   資産合計 58,748 100.0 58,106 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,826 1,709

 ２ 短期借入金 ※２ 241 230

 ３ 未払法人税等 1,608 823

 ４ 繰延税金負債 94 ―

 ５ 賞与引当金 745 700

 ６ 役員賞与引当金 ― 75

 ７ その他 1,500 1,683

   流動負債合計 6,015 10.2 5,222 9.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 135 114

 ２ 繰延税金負債 480 ―

 ３ 退職給付引当金 5,596 4,703

 ４ 役員退職慰労引当金 ― 412

 ５ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※７ 44 479

 ６ その他 36 62

   固定負債合計 6,292 10.7 5,773 9.9

   負債合計 12,307 20.9 10,995 18.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 489 0.8 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 4,102 7.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 7,132 12.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 35,196 59.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 65 0.1 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,882 6.6 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 33 0.1 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※６ △ 4,462 △7.6 ― ―

   資本合計 45,951 78.2 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

58,748 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,102 7.1

 ２ 資本剰余金 ― ― 7,135 12.3

 ３ 利益剰余金 ― ― 37,366 64.3

 ４ 自己株式 ― ― △ 4,523 △7.8

   株主資本合計 ― ― 44,080 75.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 2,835 4.9

 ２ 土地再評価差額金 ※７ ― ― △ 862 △1.5

 ３ 為替換算調整勘定 ― ― 484 0.8

   評価・換算差額等合計 ― ― 2,457 4.2

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 573 1.0

   純資産合計 ― ― 47,110 81.1

   負債純資産合計 ― ― 58,106 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 36,118 100.0 37,566 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 22,772 63.0 24,344 64.8

   売上総利益 13,345 37.0 13,221 35.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 

※２

 １ 販売費 5,176 5,101

 ２ 一般管理費 2,877 8,054 22.3 2,979 8,080 21.5

   営業利益 5,291 14.7 5,141 13.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 87 78

 ２ 受取配当金 218 134

 ３ 為替差益 85 ―

 ４ 持分法による投資利益 169 149

 ５ 雑収入 71 632 1.8 87 449 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 20 31

 ２ 支払保証料 ― 19

 ３ 商品廃棄損 8 ―

 ４ 雑損失 44 73 0.2 62 112 0.3

   経常利益 5,850 16.2 5,477 14.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 4 336

 ２ 貸倒引当金戻入益 6 12

 ３ 投資有価証券売却益 ― 66

 ４ 関係会社株式売却益 ― 11 0.0 1,030 1,445 3.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 6 8

 ２ 固定資産除却損 ※５ 28 218

 ３ 減損損失 ※６ ― 1,162

 ４ 工場移転費用 ※７ ― 128

 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 337

 ６ 建物解体費用 ※８ 63 ―

 ７ 退職慰労金 27 126 0.4 ― 1,855 4.9

   税金等調整前当期純利益 5,735 15.9 5,067 13.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,107 2,015

   法人税等調整額 0 2,107 5.8 181 2,197 5.8

   少数株主利益 64 0.2 103 0.3

   当期純利益 3,562 9.9 2,766 7.4



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,131

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 1 1

Ⅲ 資本剰余金期末残高 7,132

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 32,531

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 3,562 3,562

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 823

 ２ 役員賞与 73

 ３ 土地再評価差額金取崩額 0 897

Ⅳ 利益剰余金期末残高 35,196



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,102 7,132 35,196 △ 4,462 41,968

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 404 △ 404

 剰余金の配当(注) △ 404 △ 404

 役員賞与(注) △ 82 △ 82

 当期純利益 2,766 2,766

 自己株式の取得 △ 66 △ 66

 自己株式の処分 5 5

 自己株式処分差益 2 2

 土地再評価差額金取崩 294 294

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 2 2,169 △ 61 2,111

平成19年３月31日残高(百万円) 4,102 7,135 37,366 △ 4,523 44,080

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,882 65 33 3,982 489 46,440

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 404

 剰余金の配当(注) △ 404

 役員賞与(注) △ 82

 当期純利益 2,766

 自己株式の取得 △ 66

 自己株式の処分 5

 自己株式処分差益 2

 土地再評価差額金取崩 294

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 1,047 △ 928 450 △ 1,525 83 △ 1,441

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 1,047 △ 928 450 △ 1,525 83 670

平成19年３月31日残高(百万円) 2,835 △ 862 484 2,457 573 47,110



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 5,735 5,067

 ２ 減価償却費 1,440 2,030

 ３ 減損損失 ― 1,162

 ４ 貸倒引当金の増減額(減少は△) △ 41 △ 10

 ５ 賞与引当金の増減額(減少は△) 73 △ 44

 ６ 役員賞与引当金の増減額(減少は△) ― 75

 ７ 退職給付引当金の増減額(減少は△) △ 204 △ 892

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額(減少は△) ― 412

 ９ 受取利息及び受取配当金 △ 306 △ 212

 10 支払利息 20 31

 11 持分法による投資利益 △ 169 △ 149

 12 有形固定資産売却益 △ 4 △ 336

 13 有形固定資産売却損 6 8

 14 有形固定資産除却損 28 218

 15 投資有価証券売却益 ― △ 66

 16 関係会社株式売却益 ― △ 1,030

 17 売上債権の増減額(増加は△) △ 942 △ 1,248

 18 たな卸資産の増減額(増加は△) △ 365 △ 60

 19 仕入債務の増減額(減少は△) 44 △ 26

 20 役員賞与の支払額 △ 80 △ 88

 21 その他 4 257

     小計 5,241 5,099

 22 利息及び配当金の受取額 306 212

 23 利息の支払額 △ 20 △ 31

 24 法人税等の支払額 △ 1,268 △ 2,504

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,258 2,776



 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の払戻による収入 ― 200

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △ 5,977 △ 4,780

 ３ 有形固定資産の売却による収入 89 1,051

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △ 613 △ 416

 ５ 投資有価証券の売却による収入 709 96

 ６ 連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式の売却による収入

※２ ― 2,080

 ７ 貸付金の回収による収入 4 ―

 ８ その他投資の増減額(増加は△) 139 △ 192

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,647 △ 1,960

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額(減少は△) 36 62

 ２ 長期借入れによる収入 73 62

 ３ 長期借入金の返済による支出 △ 64 △ 61

 ４ 自己株式の取得による支出 △ 1,318 △ 66

 ５ 自己株式の売却による収入 ― 8

 ６ 少数株主に対する株式の発行による収入 ― 23

 ７ 配当金の支払額 △ 823 △ 809

 ８ 少数株主への配当金の支払額 △ 44 △ 45

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,139 △ 826

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 57 101

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△) △ 3,471 90

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,941 3,470

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,470 3,560



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する

事項

(イ)連結子会社

  連結子会社の数は12社であり、主要

な連結子会社名は、「第１ 企業の概

況 ４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しました。 

 なお、当連結会計年度においてハグ

ビーカナダInc.を新たに設立したこと

により、連結子会社に含めることとし

ました。 

 また、前連結会計年度において連結

子会社であったハグビーデンマーク

ApSは、清算したことにより、連結子

会社から除外しております。

(イ)連結子会社

  連結子会社の数は８社であり、主要

な連結子会社名は、「第１ 企業の概

況 ４関係会社の状況」に記載してい

るため省略しました。 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社であったハグビー旭AB、ハグビ

ーU.S.A.,Inc.、ハグビー旭フィンラ

ンドOY、ハグビーカナダInc.について

は、売却により連結子会社から除外し

ております。

(ロ)非連結子会社

  会社名

   旭共栄株式会社

(連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

(ロ)非連結子会社

  会社名

   同左

(連結の範囲から除いた理由)

  同左

２ 持分法の適用に関す

る事項

(イ)持分法を適用した関連会社数 １社

  会社名

   新韓ダイヤモンド工業株式会社

(イ)持分法を適用した関連会社数 １社 

  会社名 

   同左

(ロ)持分法を適用していない非連結子

会社(旭共栄株式会社)は、当期純損

益及び利益剰余金等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。

(ロ)同左

(ハ)上記の持分法適用会社は、決算日

が連結決算日と異なるため、当該会

社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

(ハ)同左

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項

 連結子会社12社のうち、在外子会社11

社の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

 連結子会社８社のうち、在外子会社７

社の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関す

る事項

 (イ)重要な資産の評価

基準及び評価方法

①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

     決算期末日の市場価格に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

   時価のないもの

     移動平均法による原価法

①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

     決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの

     移動平均法による原価法

②たな卸資産

  主として個別法又は移動平均法によ

る原価法によっております。

②たな卸資産

  同左

 (ロ)重要な減価償却資

産の減価償却の方法

①有形固定資産

  主として定率法を採用しておりま

す。ただし、建物(附属設備を除く。)

については、定額法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物及び構築物   ５～50年

  機械装置及び運搬具 ２～10年

①有形固定資産

  同左

②無形固定資産

  主として定額法を採用しておりま

す。

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

②無形固定資産

  同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (ハ)重要な引当金の計

上基準

①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

  同左

②賞与引当金

  当社及び国内連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

②賞与引当金

  当社及び国内連結子会社は、従業員

及び執行役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

――― ③役員賞与引当金

  当社及び国内連結子会社は、役員に

対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。

④退職給付引当金

  当社及び国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生している額を計上し

ております。

  数理計算上の差異については、翌連

結会計年度において一括費用処理する

こととしております。

④退職給付引当金

  同左

――― ⑤役員退職慰労引当金

  当社及び国内連結子会社は、役員及

び執行役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程及び執行

役員退職慰労金規程に基づく支給見込

額を計上しております。

 (ニ)重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、在

外子会社等の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めております。

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、在

外子会社等の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めております。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (ホ)重要なリース取引

の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 なお、在外連結子会社の一部会社につ

いては、通常の売買取引に準じた会計処

理によっております。

 同左

 (ヘ)その他連結財務諸

表作成のための重要

な事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

  同左

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関する

事項

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

 同左

６ 利益処分項目等の取

扱いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。

―――

７ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなります。

 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (役員賞与に関する会計基準)

 当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより前連結会計年度と同一の基準を適用した

場合に比べて、販売費及び一般管理費が75百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

――― (役員退職慰労引当金)

 従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理し

ておりましたが、当連結会計年度より改正後の「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報

告第42号 平成19年４月13日）を早期適用し、役員退

職慰労金規程及び執行役員退職慰労金規程に基づく支

給見込額を役員退職慰労引当金として計上しておりま

す。 

 この変更により、当連結会計年度発生額75百万円は

販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額337百万円は

特別損失に計上しております。この結果、従来と同一

の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益

は75百万円、税金等調整前当期純利益は412百万円減少

しております。 

 なお、上述の理由により、当連結会計年度からの適

用となったため、当中間連結会計期間は従来の方法に

よっております。従いまして、当中間連結会計期間

は、当連結会計年度と同一の方法によった場合と比較

すると、営業利益及び経常利益は37百万円、税金等調

整前中間純利益は374百万円多く表示されております。 

 また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、46,537百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

―――

(研究開発費の計上区分の変更) 

 当社の研究開発費は、各工場内における既存製品の

改良等にかかる費用と当社技術研究所における新製品

の開発及び基礎的な研究開発より生じる費用があり、

従来これら全ての費用を売上原価に計上しておりまし

たが、当連結会計年度より技術研究所における研究開

発費を販売費及び一般管理費に計上することに変更し

ました。 

 この変更は、当連結会計年度より、当社技術研究所

内で一部行われていた製造業務を全て製造部へ移管し

たことと共に、技術研究所の管理体制を工場から独立

させ本社直轄の管理体制に変更したことなどから、新

製品の開発及び基礎的な研究開発により生ずる費用が

明確に把握できるようになったことによります。 

 この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度

の売上原価は592百万円減少し、売上総利益は同額増加

し、販売費及び一般管理費は592百万円増加しました。

なお、この変更による原価差異の処理方法の変更はな

いため、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。

―――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 2,194百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 2,531百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

    担保に供している資産

建物及び構築物 85百万円

機械装置及び運搬具 305 〃

  計 390 〃

    担保付債務

短期借入金 1百万円

長期借入金 65 〃

  計 67 〃

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

    担保に供している資産

機械装置及び運搬具 83百万円

    担保付債務

短期借入金 36百万円

長期借入金 21 〃

  計 57 〃

※３ 有形固定資産の圧縮記帳

   工場誘致条例用地取得助成金の受入662百万円

を、土地より控除しております。

※３ 有形固定資産の圧縮記帳

   工場誘致条例用地取得助成金の受入640百万円

を、土地より控除しております。

――― ※４ 当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が当連結会計年度末

日の残高に含まれております。

受取手形 405百万円

※５ 当社の発行済株式総数

普通株式 72,343,769株

―――

※６ 自己株式の保有数

普通株式 7,570,778株

―――

※７ 土地再評価法の適用

   当社は土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。

   再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の △ 1,026百万円

帳簿価額との差額

 

※７ 土地の再評価

   当社は土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上

しております。

   再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の △ 860百万円

帳簿価額との差額



  
  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 ８ 当社及び連結子会社４社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契約を

締結しております。

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 6,085百万円

借入実行残高 173 〃

差引額 5,912 〃

 ８ 当社及び連結子会社２社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を

締結しております。

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 6,123百万円

借入実行残高 196 〃

差引額 5,927 〃

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

(1) 販売費

   給料手当 2,412百万円

   退職給付費用 43 〃

   賃借料 469 〃

   減価償却費 45 〃

(2) 一般管理費

   給料手当 774百万円

   賞与引当金繰入額 76 〃

   退職給付費用 27 〃

   賃借料 510 〃

   研究開発費 647 〃

   減価償却費 60 〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

(1) 販売費

  給料手当 2,254百万円

  賞与引当金繰入額 189 〃

  退職給付費用 △ 27 〃

  賃借料 473 〃

  貸倒引当金繰入額 20 〃

  減価償却費 43 〃

(2) 一般管理費

  給料手当 786百万円

  賞与引当金繰入額 21 〃

  役員賞与引当金繰入額 75 〃

  役員退職慰労引当金繰入額 75 〃

  退職給付費用 △ 7 〃

  賃借料 505 〃

  研究開発費 652 〃

  減価償却費 50 〃

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

1,521百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

1,472百万円

―――

 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

三重工場土地及び建物 271百万円

三重第二工場土地及び建物 5 〃

その他 59 〃

  計 336 〃

※４ 固定資産売却損の主なものは、機械装置の売却に

よります。

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

 

建物及び構築物 6百万円

その他 1 〃

  計 8 〃



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※５ 固定資産除却損の主なものは、機械装置の除却に

よります。

 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 74百万円

機械装置及び運搬具 47 〃

その他 97 〃

  計 218 〃

―――

 

※６ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

三重工場 遊休資産 土地及び建物

(三重県伊賀市)

三重第二工場 遊休資産 土地及び建物

(三重県伊賀市)

   当社グループは、減損損失の算定に当たって、生

産工場ごとに資産のグルーピングを行っておりま

す。遊休資産については、それぞれの物件ごとに１

つの資産グループとしております。また、本支店及

び厚生施設については独立したキャッシュ・フロー

を生み出さないことから共有資産としております。 

 なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額に基づく

時価により算定しております。 

 その結果、三重工場及び三重第二工場について

は、三重県伊賀市に完成した新工場に業務を移管し

たことに伴い、土地及び建物の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構

築物763百万円、土地398百万円であります。

――― ※７ 三重工場及び三重第二工場の移転に伴う費用であ

ります。

※８ 玉川工場増改築工事に伴う解体費用等でありま

す。

―――



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加72千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少９千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 
  
  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末 
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 72,343 ― ― 72,343

 合計 72,343 ― ― 72,343

自己株式

 普通株式 7,570 72 9 7,633

 合計 7,570 72 9 7,633

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 404百万円 ６円25銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 404百万円 ６円25銭 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 452百万円 利益剰余金 ７円 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,070百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△ 2,600 〃

現金及び現金同等物 3,470 〃

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定と一致しております。

3,560百万円

――― ※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 連結子会社ハグビー旭ABの株式の売却により連結

子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに当該会社の株式の売却額と売却によ

る収入は次のとおりであります。

流動資産 1,362百万円

固定資産 467 〃

流動負債 △ 655 〃

固定負債 △ 19 〃

為替換算調整勘定 △ 70 〃

株式売却益 1,030 〃

株式の売却価額 2,114 〃

現金及び現金同等物 △ 33 〃

差引：売却による収入 2,080 〃



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額相当額 145百万円

減価償却累計額相当額 113 〃

期末残高相当額 31 〃

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  ※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」で

あります。

 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額相当額 70百万円

減価償却累計額相当額 49 〃

期末残高相当額 21 〃

  同左

 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 18百万円

１年超 13 〃

 合計 31 〃

  なお、上記の未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 9 〃

合計 21 〃

  同左

 ③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30 〃

 ③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19 〃

 ④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ④減価償却費相当額の算定方法

  同左

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 55百万円

１年超 96 〃

 合計 151 〃

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 88百万円

１年超 280 〃

合計 369 〃



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っておりますが、当連結会計年度末においてはいずれも該当するものはありません。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 2,093 8,602 6,509

②その他 ― ― ―

 小計 2,093 8,602 6,509

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 17 11 △ 6

②その他 1,886 1,876 △ 10

 小計 1,903 1,887 △ 16

合計 3,996 10,489 6,493

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 ①非上場株式 1,556

 ②その他 ―

合計 1,556

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券 ― ― ― ―

②その他

  投資信託 ― 1,876 ― ―

合計 ― 1,876 ― ―



次へ 

当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日) 

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っておりますが、当連結会計年度末においてはいずれも該当するものはありません。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 2,378 7,205 4,826

②その他 ― ― ―

 小計 2,378 7,205 4,826

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 114 85 △ 29

②その他 1,886 1,830 △ 55

 小計 2,001 1,916 △ 85

合計 4,380 9,121 4,741

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

96 66 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 ①非上場株式 1,560

 ②その他 ―

合計 1,560

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券 ― ― ― ―

②その他

  投資信託 963 867 ― ―

合計 963 867 ― ―



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  デリバティブ取引を全く利用していないので、該当

事項はありません。

  同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を

支払う場合があります。当社については、昭和49年以

降、退職一時金制度から適格退職年金制度へ段階的に

移行しており、現在は55％相当額について適格退職年

金制度を採用し、残額については退職一時金制度を充

当しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  同左

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △ 10,046百万円

②年金資産 4,952 〃

③未積立退職給付債務 △ 5,094 〃

④未認識数理計算上の差異  △ 501 〃

⑤退職給付引当金 △ 5,596 〃

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △ 10,196百万円

②年金資産 5,541 〃

③未積立退職給付債務 △ 4,654 〃

④未認識数理計算上の差異 △ 49 〃

⑤退職給付引当金 △ 4,703 〃

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 451百万円

②利息費用 184 〃

③期待運用収益 △ 153 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 33 〃

⑤退職給付費用 516 〃

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 459百万円

②利息費用 192 〃

③期待運用収益 △ 198 〃

④数理計算上の差異の費用処理額 △ 501 〃

⑤退職給付費用 △ 47 〃

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 4.0％

④数理計算上の差異の処理年数 翌期１年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 4.0％

④数理計算上の差異の処理年数 翌期１年



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金損金算入限度超過額 299百万円

 退職給付引当金損金算入限度超過額 2,242 〃

 貸倒引当金損金算入限度超過額 105 〃

 たな卸資産評価損否認 65 〃

 その他 404 〃

繰延税金資産合計 3,116 〃

(繰延税金負債)

 特別償却準備金 △ 56 〃

 その他有価証券評価差額金 △ 2,671 〃

 その他 △ 3 〃

繰延税金負債合計 △ 2,732 〃

繰延税金資産の純額 384 〃

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 281百万円

退職給付引当金 1,884 〃

役員退職慰労引当金 165 〃

たな卸資産評価損 49 〃

その他 310 〃

繰延税金資産合計 2,691 〃

(繰延税金負債)

特別償却準備金 △ 14 〃

その他有価証券評価差額金 △ 1,908 〃

繰延税金負債合計 △ 1,923 〃

繰延税金資産の純額 768 〃

 

 

  上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金負債の内訳

は次のとおりであります。

(繰延税金資産)

土地再評価に係る繰延税金資産 633百万円

評価性引当額 △ 633 〃

繰延税金資産合計  ― 〃

(繰延税金負債)

土地再評価に係る繰延税金負債 △ 479 〃

繰延税金負債合計 △ 479 〃

繰延税金負債の純額 △ 479 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2％

(調整)

 住民税均等割等 0.9〃

 交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.8〃

 在外子会社との税率差額 △ 2.7〃

 税額控除 △ 3.4〃

 その他 1.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.8〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2％

(調整)

住民税均等割等 0.9〃

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.9〃

受取配当金等永久に損金に算入され
ない項目

△ 0.9〃

関係会社株式売却益 4.9〃

在外子会社との税率差額 △ 4.2〃

その他 0.6〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4〃



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「ダイ

ヤモンド工具事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「ダイ

ヤモンド工具事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (1)ヨーロッパ ……………… フランス・スウェーデン 
  (2)アジア・オセアニア …… 台湾・中国・オーストラリア・インドネシア 
  (3)北米 ……………………… 米国 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,241百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門における資産等であります。

  

日本 
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 27,495 4,826 2,896 899 36,118 ― 36,118

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

975 12 419 6 1,412 (1,412) ―

計 28,470 4,839 3,315 905 37,530 (1,412) 36,118

  営業費用 24,097 4,432 2,789 907 32,226 (1,400) 30,826

  営業利益又は営業損失(△) 4,373 406 525 △ 1 5,303 (12) 5,291

Ⅱ 資産 42,633 3,515 5,679 403 52,232 6,515 58,748



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (1)ヨーロッパ ……………… フランス・スウェーデン 
  (2)アジア・オセアニア …… 台湾・中国・オーストラリア・インドネシア 
  (3)北米 ……………………… 米国 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,738百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門における資産等であります。 
４ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本において75百万円増加、営業
利益が同額減少しております。 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より役員退職慰労金は、内規に基づく支給見込額により計
上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、
日本において75百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
  (1) ヨーロッパ ……………… フランス・スウェーデン 
  (2) アジア・オセアニア …… 台湾・中国・タイ・オーストラリア・インドネシア 
  (3) 北米 ……………………… 米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
  (1) ヨーロッパ ……………… フランス・スウェーデン 
  (2) アジア・オセアニア …… 台湾・中国・タイ・オーストラリア・インドネシア 
  (3) 北米 ……………………… 米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

日本 
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 28,096 4,483 3,651 1,335 37,566 ― 37,566

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,304 7 476 ― 1,788 (1,788) ―

計 29,400 4,490 4,128 1,335 39,354 (1,788) 37,566

  営業費用 25,488 4,083 3,345 1,293 34,210 (1,785) 32,424

  営業利益 3,912 406 782 42 5,143 (2) 5,141

Ⅱ 資産 41,400 2,040 6,818 435 50,694 7,411 58,106

 

ヨーロッパ
アジア・
オセアニア

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,161 5,948 1,259 293 12,662

Ⅱ 連結売上高(百万円) 36,118

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合(％)

14.3 16.5 3.5 0.8 35.1

ヨーロッパ
アジア・
オセアニア

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,766 6,865 1,426 374 13,431

Ⅱ 連結売上高(百万円) 37,566

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合(％)

12.7 18.3 3.8 1.0 35.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 708円5銭

１株当たり当期純利益 53円1銭

１株当たり純資産額 719円17銭

１株当たり当期純利益 42円73銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

  同左

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 47,110

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― 573

(うち少数株主持分(百万円)) ― (573)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 46,537

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数(千株)
― 64,710

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,562 2,766

普通株主に帰属しない金額(百万円) 88 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (88) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,473 2,766

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,523 64,743

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、100％連結子会社であるスウェーデンのハグ

ビー旭ABの全株式80,000株を、約20億円でスウェーデ

ンのサンドビックABに譲渡する株式譲渡基本契約を平

成18年５月30日に締結しました。 

 なお、当該事象により、平成19年３月期において関

係会社株式売却益を約９億円特別利益として計上する

予定であります。

―――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は、

以下のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 241 230 2.6 ―

１年以内に返済予定の長期
借入金

18 27 2.7 ―

長期借入金(１年以内に返済
予定のものを除く。)

117 87 1.4
平成20年４月１日～
平成23年12月31日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 376 344 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

49 19 16 2



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,106 2,084

 ２ 受取手形 ※６ 3,959 4,233

 ３ 売掛金 ※３ 6,305 6,940

 ４ 商品 397 343

 ５ 製品 1,219 1,259

 ６ 原材料 855 830

 ７ 仕掛品 621 519

 ８ 貯蔵品 128 115

 ９ 繰延税金資産 622 430

 10 未収入金 ※３ 135 205

 11 その他の流動資産 13 111

   貸倒引当金 △ 32 △ 17

   流動資産合計 18,332 35.8 17,056 33.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 10,068 10,081

     減価償却累計額 6,272 3,796 3,195 6,886

  (2) 構築物 979 1,098

     減価償却累計額 734 244 552 545

  (3) 機械及び装置 15,061 15,897

     減価償却累計額 12,294 2,767 12,323 3,574

  (4) 車輌及び運搬具 19 19

     減価償却累計額 14 4 15 4

  (5) 工具器具及び備品 2,143 2,261

     減価償却累計額 1,756 386 1,756 504

  (6) 土地
※５ 
※７

5,418 4,523

  (7) 建設仮勘定 3,520 45

   有形固定資産合計 16,138 31.5 16,084 31.8



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 0 0

  (2) ソフトウェア 28 47

  (3) 電話加入権 22 22

  (4) 施設利用権 19 25

   無形固定資産合計 71 0.1 95 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 11,850 10,486

  (2) 関係会社株式 2,971 2,560

  (3) 従業員長期貸付金 37 32

  (4) 関係会社長期貸付金 105 83

  (5) 破産債権、更生債権 
    その他これらに 
        準ずる債権

548 114

  (6) 長期前払費用 60 42

  (7) 繰延税金資産 ― 48

  (8) 差入保証金及び敷金 830 807

  (9) 長期性預金 ― 2,400

  (10) その他の投資 844 823

    貸倒引当金 △ 544 △ 109

   投資その他の資産合計 16,704 32.6 17,291 34.2

   固定資産合計 32,914 64.2 33,471 66.2

   資産合計 51,247 100.0 50,527 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※３ 1,427 1,217

 ２ 未払金 296 520

 ３ 未払費用 291 290

 ４ 未払法人税等 1,493 704

 ５ 未払消費税等 20 ―

 ６ 預り金 111 122

 ７ 賞与引当金 664 620

 ８ 役員賞与引当金 ― 65

   流動負債合計 4,304 8.4 3,540 7.0

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 480 ―

 ２ 退職給付引当金 5,198 4,363

 ３ 役員退職慰労引当金 ― 382

 ４ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※７ 44 479

   固定負債合計 5,722 11.2 5,224 10.3

   負債合計 10,027 19.6 8,765 17.3



  



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 4,102 8.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 7,129 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 3 ―

   資本剰余金合計 7,132 13.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,025 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 技術研究基金 350 ―

  (2) 特別償却準備金 54 ―

  (3) 別途積立金 26,000 ―

 ３ 当期未処分利益 3,065 ―

   利益剰余金合計 30,495 59.5 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 65 0.1 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,886 7.6 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※２ △ 4,462 △8.7 ― ―

   資本合計 41,219 80.4 ― ―

   負債資本合計 51,247 100.0 ― ―

 



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,102 8.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 7,129

  (2) その他資本剰余金 ― 6

    資本剰余金合計 ― ― 7,135 14.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,025

  (2) その他利益剰余金

    技術研究基金 ― 350

    特別償却準備金 ― 22

    別途積立金 ― 27,000

    繰越利益剰余金 ― 4,673

    利益剰余金合計 ― ― 33,070 65.5

 ４ 自己株式 ― ― △ 4,523 △9.0

   株主資本合計 ― ― 39,784 78.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 2,839 5.6

 ２ 土地再評価差額金 ※７ ― ― △ 862 △1.7

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,977 3.9

   純資産合計 ― ― 41,762 82.7

   負債純資産合計 ― ― 50,527 100.0

 



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 2,479 2,676

 ２ 製品売上高 26,620 29,100 100.0 27,400 30,076 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 458 397

 ２ 製品期首たな卸高 1,039 1,219

 ３ 当期商品仕入高 1,954 2,148

 ４ 当期製品仕入高 2,625 2,669

 ５ 他勘定受入高 ※１ 33 28

 ６ 当期製品製造原価 ※４ 14,574 15,534

    計 20,685 21,998

 ７ 他勘定振替高 ※２ 130 169

 ８ 商品期末たな卸高 397 343

 ９ 製品期末たな卸高 1,219 18,936 65.1 1,259 20,226 67.2

   売上総利益 10,163 34.9 9,850 32.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※３ 
※４

 １ 販売費 3,675 3,699

 ２ 一般管理費 2,269 5,944 20.4 2,378 6,077 20.2

   営業利益 4,218 14.5 3,772 12.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 29 28

 ２ 受取配当金 ※５ 414 910

 ３ 為替差益 70 8

 ４ 不動産等賃貸料 ※５ 43 25

 ５ 雑収入 ※５ 47 604 2.1 73 1,046 3.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2 5

 ２ 減価償却費 ※６ 16 1

 ３ 支払保証料 ― 19

 ４ 商品廃棄損 8 ―

 ５ 雑損失 17 45 0.2 10 37 0.1

   経常利益 4,777 16.4 4,781 15.9



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※７ ― 277

 ２ 貸倒引当金戻入益 7 12

 ３ 投資有価証券売却益 ― 66

 ４ 関係会社株式売却益 ― 7 0.0 1,651 2,007 6.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※８ 2 7

 ２ 固定資産除却損 ※９ 25 217

 ３ 減損損失 ※10 ― 1,162

 ４ 工場移転費用 ※11 ― 128

 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 314

 ６ 建物解体費用 ※12 63 ―

 ７ 退職慰労金 27 119 0.4 ― 1,829 6.1

   税引前当期純利益 4,664 16.0 4,959 16.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,810 1,675

   法人税等調整額 5 1,815 6.2 134 1,809 6.0

   当期純利益 2,849 9.8 3,150 10.5

   前期繰越利益 625 ―

   土地再評価差額金取崩額 △ 0 ―

   中間配当額 408 ―

   当期未処分利益 3,065 ―



製造原価明細書 

  

 
  
(注)※1 労務費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

 
  
(注)※2 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

 
  

(原価計算の方法) 

 主材料については個別原価計算、加工費については組別総合原価計算を採用しております。なお、期中において

は、予定価格をもって製品の評価を計算し、期末において原価差額の調整計算を行い実際原価に修正しております。

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 5,256 37.1 5,420 36.2

Ⅱ 労務費 ※１ 5,560 39.2 5,534 36.9

Ⅲ 経費 ※２ 3,354 23.7 4,039 26.9

  当期総製造費用 14,171 100.0 14,994 100.0

  期首仕掛品たな卸高 626 621

  半製品仕入高 398 438

合計 15,196 16,053

  期末仕掛品たな卸高 621 519

  当期製品製造原価 14,574 15,534

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

項目 金額(百万円) 金額(百万円)

給料手当 ― 4,386

賞与引当金繰入額 ― 409

退職給付費用 ― △ 34

その他 ― 772

計 ― 5,534

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

項目 金額(百万円) 金額(百万円)

外注加工費 1,481 1,323

減価償却費 779 1,406

その他 1,093 1,308

計 3,354 4,039



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 日付は、株主総会承認日であります。 

２ 平成17年11月11日開催の取締役会の決議により、平成17年12月９日に408百万円(１株につき６円25銭)の中

間配当を実施しております。 

３ 特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、取崩額及び繰入は税効果相当額を控除した

金額であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,065

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 (注)3 18 18

     合計 3,083

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 404

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

60

(5)

 ３ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 (注)3 1

  (2) 別途積立金 1,000 1,466

Ⅳ 次期繰越利益 1,617



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,102 7,129 3 7,132

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の積立

 特別償却準備金の積立(注)

 特別償却準備金の取崩

 特別償却準備金の取崩(注)

 別途積立金の積立(注)

 剰余金の配当

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分

 自己株式処分差益 2 2

 土地再評価差額金取崩

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 2 2

平成19年３月31日残高(百万円) 4,102 7,129 6 7,135

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
技術研究基金 特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,025 350 54 26,000 3,065 30,495

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の積立 1 △ 1

 特別償却準備金の積立(注) 1 △ 1

 特別償却準備金の取崩 △ 17 17

 特別償却準備金の取崩(注) △ 18 18

 別途積立金の積立(注) 1,000 △ 1,000

 剰余金の配当 △ 404 △ 404

 剰余金の配当(注) △ 404 △ 404

 役員賞与(注) △ 60 △ 60

 当期純利益 3,150 3,150

 自己株式の取得

 自己株式の処分

 自己株式処分差益

 土地再評価差額金取崩 294 294

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △ 32 1,000 1,607 2,575

平成19年３月31日残高(百万円) 1,025 350 22 27,000 4,673 33,070



  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △ 4,462 37,267 3,886 65 3,952 41,219

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の積立

 特別償却準備金の積立(注)

 特別償却準備金の取崩

 特別償却準備金の取崩(注)

 別途積立金の積立(注)

 剰余金の配当 △ 404 △ 404

 剰余金の配当(注) △ 404 △ 404

 役員賞与(注) △ 60 △ 60

 当期純利益 3,150 3,150

 自己株式の取得 △ 66 △ 66 △ 66

 自己株式の処分 5 5 5

 自己株式処分差益 2 2

 土地再評価差額金取崩 294 294

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 1,046 △ 928 △ 1,975 △ 1,975

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 61 2,517 △ 1,046 △ 928 △ 1,975 542

平成19年３月31日残高(百万円) △ 4,523 39,784 2,839 △ 862 1,977 41,762



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

②その他有価証券

  a 時価のあるもの

    決算期末日の市場価格に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

  b 時価のないもの

    移動平均法による原価法

①子会社株式及び関連会社株式

  同左

②その他有価証券

  a 時価のあるもの

    決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

  b 時価のないもの

    移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基

準及び評価方法

①商品、製品及び仕掛品

  個別法による原価法

②原材料、貯蔵品

  移動平均法による原価法

①商品、製品及び仕掛品

  同左

②原材料、貯蔵品

  同左

３ 固定資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

  定率法を採用しております。ただ

し、建物(附属設備を除く。)について

は、定額法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

  建物及び構築物    ５～50年

  機械装置及び運搬具  ２～10年

①有形固定資産

  同左

②無形固定資産

  定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。

②無形固定資産

  同左

４ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

 同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 ①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

  同左

②賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

②賞与引当金

  従業員及び執行役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

――― ③役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

④退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生している額を計上しております。

  数理計算上の差異については、翌事

業年度において一括費用処理すること

としております。

④退職給付引当金

  同左

――― ⑤役員退職慰労引当金

  役員及び執行役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労金規程

及び執行役員退職慰労金規程に基づく

支給見込額を計上しております。

６ リース取引の処理方

法

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

 同左

７ その他財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理について

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理について 

 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (役員賞与に関する会計基準)

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 これにより前事業年度と同一の基準を適用した場合

に比べて、販売費及び一般管理費が65百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ

同額減少しております。

――― (役員退職慰労引当金)

 従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理し

ておりましたが、当事業年度より改正後の「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第

42号 平成19年４月13日）を早期適用し、役員退職慰

労金規程及び執行役員退職慰労金規程に基づく支給見

込額を役員退職慰労引当金として計上しております。 

 この変更により、当事業年度発生額67百万円は販売

費及び一般管理費へ、過年度分相当額314百万円は特別

損失に計上しております。この結果、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益は67

百万円、税引前当期純利益は382百万円減少しておりま

す。 

 なお、上述の理由により、当事業年度からの適用と

なったため、当中間会計期間は従来の方法によってお

ります。従いまして、当中間会計期間は、当事業年度

と同一の方法によった場合と比較すると、営業利益及

び経常利益は33百万円、税引前中間純利益は348百万円

多く表示されております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、41,762百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

―――

(研究開発費の計上区分の変更)

 当社の研究開発費は、各工場内における既存製品の

改良等にかかる費用と当社技術研究所における新製品

の開発及び基礎的な研究開発より生じる費用があり、

従来これら全ての費用を売上原価に計上しておりまし

たが、当事業年度より技術研究所における研究開発費

を販売費及び一般管理費に計上することに変更しまし

た。 

 この変更は、当事業年度より、当社技術研究所内で

一部行われていた製造業務を全て製造部へ移管したこ

とと共に、技術研究所の管理体制を工場から独立させ

本社直轄の管理体制に変更したことなどから、新製品

の開発及び基礎的な研究開発により生ずる費用が明確

に把握できるようになったことによります。 

 この変更により、従来の方法に比べ当事業年度の売

上原価は592百万円減少し、売上総利益は同額増加し、

販売費及び一般管理費は592百万円増加しました。な

お、この変更による原価差異の処理方法の変更はない

ため、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響はありません。

―――

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 前事業年度において、売上原価の「当期商品仕入

高」に含めて表示していた「製品売上高」に対応する

仕入高は、当事業年度より「当期製品仕入高」(前期

2,650百万円)として区分掲記することとしました。 

 また、「他勘定受入高」に含めて表示していた「商

品売上高」に対応する原材料の受入高は、当事業年度

より「当期商品仕入高」に含めて表示しております。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 株式の状況

授権株式数 普通株式 190,300,000株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。

発行済株式総数 普通株式 72,343,769株

 

 

―――

  

※２ 自己株式の保有数

普通株式 7,570,778株

―――

※３ 関係会社に対する債権・債務

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 454百万円

未収入金 132 〃

買掛金 308 〃

※３ 関係会社に対する債権・債務

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 425百万円

未収入金 175 〃

買掛金 266 〃

４ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保

証を行っております。

４ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保

証を行っております。

 

上海旭匯金剛石工業 43百万円

有限公司 (RMB3百万)
 

上海旭匯金剛石工業 45百万円

有限公司

※５ 有形固定資産の圧縮記帳

   工場誘致条例用地取得助成金の受入662百万円

を、土地より控除しております。

※５ 有形固定資産の圧縮記帳

   工場誘致条例用地取得助成金の受入640百万円

を、土地より控除しております。

―――

 

※６ 当事業年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が当事業年度末日の残高

に含まれております。

受取手形 405百万円

※７ 土地再評価法の適用

   土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の △ 1,026百万円

帳簿価額との差額

 

※７ 土地の再評価

   土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の △ 860百万円

帳簿価額との差額



  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 ８ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,886百

万円であります。

―――

   

   土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。

   

 ９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,500百万円

借入実行残高 ― 〃

差引額 5,500 〃

 ９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,500百万円

借入実行残高 ― 〃

差引額 5,500 〃



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

原材料 3百万円

工具器具及び備品 2 〃

その他 26 〃

  計 33 〃
 

※１ 他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

工具器具及び備品 1百万円

その他 27 〃

 計 28 〃

 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

資材・貯蔵品 71百万円

その他 58 〃

  計 130 〃

   上記のその他は、主に自家使用高であります。
 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

原材料 2百万円

資材・貯蔵品 77 〃

その他 89 〃

 計 169 〃

   上記のその他は、主に自家使用高であります。

 

 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  (1) 販売費

給料手当 1,763百万円

福利厚生費 313 〃

退職給付費用 43 〃

賃借料 414 〃

旅費交通費 305 〃

減価償却費 16 〃

販売諸費 291 〃

  (2) 一般管理費

給料手当 462百万円

賞与引当金繰入額 76 〃

福利厚生費 73 〃

退職給付費用 27 〃

賃借料 463 〃

研究開発費 647 〃

減価償却費 40 〃

 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  (1) 販売費

給料手当 1,612百万円

賞与引当金繰入額 189 〃

福利厚生費 294 〃

退職給付費用 △ 27 〃

賃借料 423 〃

旅費交通費 347 〃

減価償却費 24 〃

販売諸費 285 〃

  (2) 一般管理費

給料手当 513百万円

賞与引当金繰入額 20 〃

役員賞与引当金繰入額 65 〃

役員退職慰労引当金繰入額 67 〃

福利厚生費 73 〃

退職給付費用 △ 7 〃

賃借料 463 〃

研究開発費 651 〃

減価償却費 30 〃

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

1,264百万円

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

1,235百万円

※５ 関係会社との取引

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取配当金 209百万円

不動産等賃貸料 39 〃

雑収入 14 〃

※５ 関係会社との取引

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取配当金 793百万円

不動産等賃貸料 22 〃

雑収入 25 〃

※６ 貸与資産に係る減価償却費であります。 ※６ 同左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ※７ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 

三重工場土地及び建物 271百万円

三重第二工場土地及び建物 5 〃

 計 277 〃

※８ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物・土地 0百万円

機械及び装置 1 〃

工具器具及び備品 0 〃

  計 2 〃
 

※８ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 6百万円

機械及び装置 0 〃

 計 7 〃

 

※９ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 3百万円

機械及び装置 16 〃

工具器具及び備品 5 〃

  計 25 〃

※９ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 74百万円

機械及び装置 47 〃

工具器具及び備品 12 〃

その他 82 〃

 計 217 〃

―――

 

※10 減損損失

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

三重工場 遊休資産 土地及び建物

(三重県伊賀市)

三重第二工場 遊休資産 土地及び建物

(三重県伊賀市)

   当社は、減損損失の算定に当たって、生産工場ご

とに資産のグルーピングを行っております。遊休資

産については、それぞれの物件ごとに１つの資産グ

ループとしております。また、本支店及び厚生施設

については独立したキャッシュ・フローを生み出さ

ないことから共有資産としております。 

 なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額に基づく

時価により算定しております。 

 その結果、三重工場及び三重第二工場について

は、三重県伊賀市に完成した新工場に業務を移管し

たことに伴い、土地及び建物の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構

築物763百万円、土地398百万円であります。

――― ※11 三重工場及び三重第二工場の移転に伴う費用であ

ります。

※12 玉川工場増改築工事に伴う解体費用等でありま

す。

―――



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加72千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少９千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末 
株式数(千株)

普通株式 7,570 72 9 7,633

合計 7,570 72 9 7,633



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額相当額 127百万円

減価償却累計額相当額 96 〃

期末残高相当額 30 〃

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  ※上記金額のうち、主なものは「工具器具及び備

品」であります。

 

取得価額相当額 66百万円

減価償却累計額相当額 45 〃

期末残高相当額 21 〃

  同左

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 17百万円

１年超 13 〃

 合計 30 〃

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 9 〃

合計 21 〃

  なお、上記の未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

  同左

 ③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28 〃

 ③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18 〃

 ④減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   同左

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 0百万円

１年超  0 〃

 合計 1 〃

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 25百万円

１年超 206 〃

合計 232 〃



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金損金算入限度超過額 266百万円

 退職給付引当金損金算入限度超過額 2,089 〃

 貸倒引当金損金算入限度超過額 98 〃

 たな卸資産評価損否認 60 〃

 その他 265 〃

繰延税金資産合計 2,780 〃
 

(繰延税金負債)

 特別償却準備金 △ 25 〃

 その他有価証券評価差額金 △ 2,612 〃

繰延税金負債合計 △ 2,637 〃

繰延税金資産の純額 142 〃

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金 249百万円

 退職給付引当金 1,754 〃

 役員退職慰労引当金 153 〃

 たな卸資産評価損 42 〃

 その他 202 〃

繰延税金資産合計 2,402 〃

(繰延税金負債)

 特別償却準備金 △ 14 〃

 その他有価証券評価差額金 △ 1,908 〃

繰延税金負債合計 △ 1,923 〃

繰延税金資産の純額 478 〃

 

 

  上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金負債の内訳

は次のとおりであります。

(繰延税金資産)

土地再評価に係る繰延税金資産 633百万円

評価性引当額 △ 633 〃

繰延税金資産合計  ― 〃

(繰延税金負債)

土地再評価に係る繰延税金負債 △ 479 〃

繰延税金負債合計 △ 479 〃

繰延税金負債の純額 △ 479 〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2％

(調整)

住民税均等割等 1.0〃

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.9〃

受取配当金等永久に損金に算入され
ない項目

△ 1.0〃

税額控除 △ 6.6〃

その他 1.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.5〃



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 635円44銭

１株当たり当期純利益 42円57銭

１株当たり純資産額 645円37銭

１株当たり当期純利益 48円66銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ

ん。

  同左

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 41,762

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 41,762

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数(千株)
― 64,710

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 2,849 3,150

普通株主に帰属しない金額(百万円) 60 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (60) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,789 3,150

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,523 64,743

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、100％連結子会社であるスウェーデンのハグ

ビー旭ABの全株式80,000株を、約20億円でスウェーデ

ンのサンドビックABに譲渡する株式譲渡基本契約を平

成18年５月30日に締結しました。 

 なお、当該事象により、平成19年３月期において関

係会社株式売却益を約15億円特別利益として計上する

予定であります。

―――



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円)

投資有価 
証券

その他有
価証券

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ

1,034 1,375

旭硝子株式会社 625,996 1,038

株式会社みずほフィナンシャルグル
ープ 第十一回第十一種優先株式

1,000 1,000

株式会社みずほフィナンシャルグル
ープ

965 732

ＭＴＨプリファードキャピタル２
(ケイマン)リミテッド

500 500

オーエスジー株式会社 275,000 491

ユニオンツール株式会社 100,000 485

アイダエンジニアリング株式会社 500,000 414

株式会社日興コーディアルグループ 132,450 222

トヨタ自動車株式会社 28,300 213

本田技研工業株式会社 50,000 205

日本特殊陶業株式会社 88,650 195

株式会社ワキタ 174,660 155

第一カッター興業株式会社 150,000 143

三井トラストホールディングス株式
会社

118,000 137

ダイジェット工業株式会社 461,470 131

東京製綱株式会社 500,000 113

株式会社クボタ 106,119 109

ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸＩＶ株式会社 17,988 89

三菱電機株式会社 66,044 80

株式会社ユーシン 88,000 69

富士精工株式会社 109,000 63

株式会社日平トヤマ 41,000 56

京セラ株式会社 4,650 51

株式会社不二越 77,862 46

株式会社日立製作所 48,743 44

その他(55銘柄) 1,248,436 682

計 5,015,870 8,848



【その他】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２ 「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。  

 
３ 「当期減少額」の主なものは次のとおりであります。 

 
４ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 

(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

(投資信託受益証券)

Ｌプラス2003-02Ｂ 100,000 963

エル・プラス2004-07 50,000 481

エル・プラス2003-12 20,000 192

計 170,000 1,638

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末
減価償却累
計額又は償
却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引 
当期末残高
(百万円)

有形固定資産

 建物
10,068 4,657 4,644 10,081 3,195 597 6,886

(735)

 構築物 979 407 288 1,098 552 67 545

(28)

 機械及び装置 15,061 1,635 798 15,897 12,323 725 3,574

 車輌及び運搬具 19 2 2 19 15 2 4

 工具器具及び備品 2,143 350 232 2,261 1,756 217 504

 土地 5,418 23 918 4,523 ― ― 4,523

(398)

 建設仮勘定 3,520 45 3,520 45 ― ― 45

 有形固定資産計 37,210 7,121 10,404 33,927 17,842 1,611 16,084

(1,162)

無形固定資産

 特許権 ― ― ― 4 3 0 0

 ソフトウェア ― ― ― 78 31 11 47

 電話加入権 ― ― ― 23 1 0 22

 施設利用権 ― ― ― 31 5 1 25

 無形固定資産計 ― ― ― 137 41 14 95

長期前払費用 141 3 0 144 102 20 42

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

 繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 三重工場 新工場建設 3,817百万円

玉川工場 増改築 724 〃

構築物 三重工場 新工場建設 361 〃

機械及び装置 三重工場 新工場建設 729 〃

建物 三重第二工場 売却 587百万円

土地 三重工場 売却 174 〃

三重第二工場 売却 281 〃



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額であります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 577 126 438 139 126

賞与引当金 664 620 664 ― 620

役員賞与引当金 ― 65 ― ― 65

役員退職慰労引当金 ― 382 ― ― 382



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 
  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)期日別内訳 
  

 

  

区分 金額(百万円)

現金 5

預金

当座預金 258

普通預金 93

通知預金 20

定期預金 1,550

別段預金 3

外貨預金 153

計 2,079

合計 2,084

相手先 金額(百万円)

株式会社東京精密 176

株式会社ユタカ・トレンズ 128

技研株式会社 125

株式会社コンセック 119

伊藤機械器具株式会社 110

その他 3,572

合計 4,233

期日 金額(百万円) 期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 933 平成19年８月満期 353

平成19年５月満期 1,365 平成19年９月以降満期 72

平成19年６月満期 418

平成19年７月満期 1,089 合計 4,233



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
(注) 旭グラス・マシナリー株式会社は、平成19年４月１日付で、ＡＧＣテクノロジーソリューションズ株式会社に

社名変更しております。 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

ニ 商品 
  

 
  

ホ 製品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

旭ダイヤモンドアメリカ,Inc. 268

株式会社ジェイテクト 207

日本電気硝子株式会社 191

石川島播磨重工業株式会社 137

旭グラス・マシナリー株式会社 118

その他 6,016

合計 6,940

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヵ月)

(Ａ)＋(Ｄ)
÷

(Ｂ)
２ 12

6,305 31,366 30,730 6,940 81.6 2.5

品名 金額(百万円)

ダイヤモンド工具 7

その他の関連機器 15

宝飾品 320

合計 343

品名 金額(百万円)

ダイヤモンドホイール 901

ダイヤモンドダイス 72

その他のダイヤモンド工具 261

その他の関連機器 23

合計 1,259



ヘ 原材料 
  

 
  

ト 仕掛品 
  

 
  

チ 貯蔵品 

  

 
  

リ 関係会社株式 

  

 
  

品名 金額(百万円)

ダイヤモンド原石 204

ダイヤモンドパウダー 190

ＣＢＮパウダー 97

台金 252

粉末材 84

合計 830

品名 金額(百万円)

ダイヤモンドホイール 311

ダイヤモンドダイス 61

その他のダイヤモンド工具 146

合計 519

品名 金額(百万円)

消耗材料 52

消耗工具器具 51

その他 12

合計 115

銘柄 金額(百万円)

子会社 
株式

台湾鑽石工業股份有限公司 777

旭ダイヤモンドインダストリアル 
ヨーロッパSAS

500

P.T.旭ダイヤモンドインダストリアル 
インドネシア

216

旭ダイヤモンドインダストリアル 
オーストラリアPty.,Ltd.

183

その他(４社) 275

計 1,952

関連会社 
株式

新韓ダイヤモンド工業株式会社 607

計 607

合計 2,560



② 負債の部 

イ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 

  

ロ 退職給付引当金 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

山梨旭ダイヤモンド工業株式会社 235

三井物産プラスチックス株式会社 149

エレメントシックス株式会社 142

株式会社北岡鉄工所 31

昭和電工株式会社 30

その他 629

合計 1,217

区分 金額(百万円)

退職給付債務 9,640

未認識数理計算上の差異 43

年金資産 △ 5,320

合計 4,363



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡し請求をする権利以

外の権利を有しておりません。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、
100,000株券及び100株未満端数表示の株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき  200円

 株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円

  株券登録料 １枚につき  500円

単元未満株式の買取り・

売渡し

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第87期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 
 

半期報告書 
 

(第88期中) 
 

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月21日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 
 

臨時報告書 
 
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第12号及び第19号(財政状態及び
経営成績に著しい影響を与える事象の発
生)に基づく臨時報告書であります。

平成18年５月31日 
関東財務局長に提出。 
 

(4) 自己株券買付 
状況報告書

平成18年４月５日 
平成18年５月１日 
平成18年６月１日 
平成18年７月３日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月30日

旭ダイヤモンド工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている旭ダイヤモンド工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、旭ダイヤモンド工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社は、研究開発費について、これまで

すべて売上原価に計上していたが、当連結会計年度より基礎的な研究開発費を販売費及び一般管理費

に計上することに変更した。 

２ 重要な後発事象に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社は平成18年５月30日、100％連結子

会社であるスウェーデンのハグビー旭ABの全株式を譲渡する株式譲渡基本契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

南平台監査法人

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 鈴  木  忠  光  ㊞

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 石  井  忠  史  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

旭ダイヤモンド工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている旭ダイヤモンド工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、旭ダイヤモンド工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、 

１ 連結財務諸表提出会社は、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」が適用されることとな

るため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２ 連結財務諸表提出会社は、当連結会計年度より改正後の「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」に基づき、役員退職慰労引

当金の会計基準を早期適用して連結財務諸表を作成している。 

３ 連結財務諸表提出会社は、当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

が適用されることとなるため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

 
  

築地監査法人

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 鈴  木  忠  光  ㊞

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 石  井  忠  史  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月30日

旭ダイヤモンド工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている旭ダイヤモンド工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第87期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、旭ダイヤモンド工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載されているとおり、財務諸表提出会社は、研究開発費について、これまですべ

て売上原価に計上していたが、当事業年度より基礎的な研究開発費を販売費及び一般管理費に計上す

ることに変更した。 

２ 重要な後発事象に記載されているとおり、財務諸表提出会社は平成18年５月30日、100％連結子会社

であるスウェーデンのハグビー旭ABの全株式を譲渡する株式譲渡基本契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

南平台監査法人

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 鈴  木  忠  光  ㊞

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 石  井  忠  史  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

旭ダイヤモンド工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている旭ダイヤモンド工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第88期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、旭ダイヤモンド工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、 

１ 財務諸表提出会社は、当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」が適用されることとなるため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２ 財務諸表提出会社は、当事業年度より改正後の「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」に基づき、役員退職慰労引当金の会

計基準を早期適用して財務諸表を作成している。 

３ 財務諸表提出会社は、当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」が適用さ

れることとなるため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

築地監査法人

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 鈴  木  忠  光  ㊞

 代表社員
 業務執行社員 公認会計士 石  井  忠  史  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。
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